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要  約 

1. 国の概要 

アフガニスタン国は、人口約 2,900 万人（2016 年、アフガニスタン中央統計局）で、農業（小

麦、大麦、ジャガイモ、米、アーモンド、サトウキビ等）を主要産業とする。カブール市等の大都

市では復興需要から建設業、サービス業も伸びてきている。他方、同国は依然として最貧国であ

り、2017 年の UNDP 人間開発指数でアフガニスタン国は 189 ヶ国中 168 位となっている。 

GDP は 203 億米ドル（2016 年、アフガニスタン中央統計局）であるが、経済成長率は 3.6%（2016

年、アフガニスタン中央統計局）である。2016 年度の GDP 内訳は、第 1 次産業 24.3％、第 2 次産

業 20.9％、第 3 次産業 51.3％（2016 年、アフガニスタン中央統計局）となっている。 

アフガニスタン国の経済・社会インフラは、20 年以上の内戦を通じて壊滅的な打撃を受けた。

しかし、タリバン政権崩壊後、国際社会の支援を通じて復興が進展している。これまでに国家統

治機構整備プロセスが完了した他、避難民の帰還（570 万人）、教育（2001 年に 100 万人以下だっ

た就学人数が 2011 年に 800 万人に向上）等の分野で改善が見られている。 

今後の更なる復興・開発に必要な社会基盤に未整備部分が多く、首都のみならず地方への支援

拡大も急を要する課題である。 

 

2. プロジェクトの背景、経緯及び概要 

1999 年に約 200 万人であったアフガニスタン国の首都カブール市の人口は、2012 年時点の推

計で 400 万人とも 500 万人とも言われており、2025 年には 650 万人に達するとの予測もある。

この状況下、アフガニスタン国は、デサブ・バリカブ新都市開発機構（以下、DCDA）を設立し、

新たに人口を吸収する新都市を、既存カブール市の北東に隣接する約 740km2（74,000ha）に開発

することとした。この開発に係るマスタープラン（以下、MP）が 2009 年に承認され、2011 年に

は、第一次開発地区（デサブ南地区）に係るインフラの骨格計画が策定された。2016 年に、首都

圏地域独立開発機構（以下、CRIDA）が設立し、CRIDA が DCDA の業務を引き継ぎ、新都市開発

を進めている。 

アフガニスタン国は、骨格となるインフラの整備計画の具体化を進める一方で、開発実施者と

なる民間開発業者の活用計画や収支分析・民間開発業者へ対するガイドライン作り等を進めてい

る。我が国は、カブール首都圏開発計画推進プロジェクトによって支援し、開発のモデルにすべ

く、初期開発地（パーセル 1:約 830ha、計画人口 42,000 人）をデサブ南地区内に基幹道路及び水

道施設（原計画：デサブ南地区緊急給水計画、2013 年）を計画した。 

日本国政府とアフガニスタン国政府は、2013 年 2 月に、無償資金協力「デサブ南地区給水施設

整備計画」に係る交換公文（E/N）及び贈与契約（G/A）を締結した。 

しかしながら、給水対象地区であるパーセル 1 において、地元地権者との間で用地取得の問題

が生じるとともに、民間事業者による地域開発事業の着工が E/N・G/A 締結後も確認できなかっ

たことから、調達代理機関である UNOPS 及びアフガニスタン国政府と協議した結果、調達代理

契約の締結を問題解決まで見合わせることとなった。 

その後、パーセル 1 の土地問題が解決する見込みが立たないため、2016 年 4 月にパーセル 1 の

南方に位置するパーセル 2.2 へ事業サイトを変更することが CRIDA から要請された。 

パーセル 2.2 はアフガニスタン国政府から先行開発モデル地区として指定されており、大半の

地権者から都市開発事業への参画に係る合意を取り付け、CRIDA 及び民間事業者がインフラ整備

及び宅地開発を進めている。しかし、パーセル 2.2 の一帯には、既存水道施設のみならず、給水に
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必要とする水源もなく、地域外の水源から送水する必要がある。この背景下、パーセル 2.2 に必要

な水源の開発、水道施設を整備し、必要な水道水を確保するための、無償資金協力を通じた施設

整備が必要となっている。 

本事業化調査では、当初パーセル 1 向けに検討された、生産井（2 ヶ所）、配水池、送水ポンプ

施設、送水幹線、圧力調整池及び主要配水本管の建設のうち、パーセル 2.2 への給水に際して変更

が必要となる一部施設の概略設計を見直し、概略事業費を算出した。その結果、一部施設及び機

材（送水ポンプ、送配水管等）の設計・仕様・数量は変更となったものの、対象施設は当初概略設

計から変更はない。 

 

3. 計画諸元のレビュー 

本計画では、図-1 に示すとおり、給水対象地区のパーセル 1（計画人口 42,000 人）からパーセ

ル 2.2（計画人口 54,492 人）への変更に伴い、原計画（2013 年）で対象としていた一連の水道施

設の計画諸元をレビューした。 

 

 
図-1 協力対象事業計画図 
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表-1 に示すとおり、原計画では、カブール首都圏都市計画マスタープランで設定されている計

画一人一日給水量である 150LCD を施設計画の基本とした（計画一日最大給水量 8,190m3/日に相

当）。しかしながら、同計画はポレシャルヒ井戸以外の新規水源開発を前提としたものであり、

CRIDA と協議した結果、現時点では新規水源開発の見通しは立っていないことから、ポレシャル

ヒ井戸水源で確保されている計画一日最大揚水量 5,000m3/日を基準に計画する方針とした。その

結果、計画一人一日給水量は 92LCD となる（計画一日最大給水量 6,517 m3/日に相当）。 

 

表-1 原計画と本計画の計画諸元の比較 

項目 原計画 本計画 単位 適用施設  

給水対象地区 パーセル 1 パーセル 2.2    

設計諸元      

計画一人一日給水量 150 92 L/人/日  a. 

計画給水人口 42,000 54,492 人  b. 

計画一日最大揚水量 5,000 同左 m3/日 配水池容量 c. =d x 2 

計画一日最大揚水量 2,500 同左 m3/日 （1 井当たり） d. 

計画一日最大揚水量 
1.8 同左 m3/分 導水管径、井戸ポン

プ仕様 

e. =d 

日変動係数 1.3 同左 -  f. 

時間係数 1.4 同左 -  h. 

計画一日最大給水量 8,190 6,517 m3/日 圧力調整池容量 i.=a x b x f 

計画時間最大送水量 
1.7 同左 m3/分 送水ポンプ仕様（1

台当たり） 

j. =c x h /3 

計画時間最大送水量 
5.1 同左 m3/分 送水管径（送水ポン

プ 3 台同時運転） 

k. =j x3 

計画時間最大配水量 11,466 9,124 m3/日 配水管径 l. =i x h 

 

  



iv 
 

4. 計画の概要と事業の内容 

原計画（2013 年）の協力対象事業と本計画で見直した各施設の設備仕様を表-2 に示す。 

表-2 原計画（2013 年）と本計画で見直した各施設の仕様 

施設名 構成要素 
施設仕様 

備考 
原計画（2013 年） 本計画 

1.ポレシャルヒ井戸ステーション   

(1) 生産井 

深井戸、

水中ポン

プ、電気

設備 

生産井（PW-1、PW-2）：2 本

（うち 1 本は既存の試験井） 

ポンプ揚水量：2,500m3/日 x 2

台、ポンプ揚程：23m、電気設

備：1 式 

変更なし   

(2) 導水管 導水管 
導水管敷設：延長 1.6km、呼び

径 250mm、180mm、HDPE 管 
変更なし   

(3) 配水

池・送

水ポン

プ施設 

配水池 

配水池（R-Well）: 1 箇所、

1,700m3（=850m3 x 2 池）、鉄筋

コンクリート造 

変更なし   

送水ポン

プ、電気

設備 

ポンプ送水量：1.7m3/分 x 3 台

（常用）、1 台予備、ポンプ揚

程 90m、電気設備：1 式 

ポンプ揚程のみ

101m に変更 

圧力調整池位置

の変更に伴うポ

ンプ揚程の増大 

消毒施設 さらし粉溶解槽、さらし粉溶液

注入ポンプ：1 式 
変更なし  

(4) 観測井 深井戸 観測井：4 本 変更なし   

(5) 維持管

理設備 

管理棟等 施設管理員詰所、流量・水質計

測装置、維持管理要道工具等 
変更なし   

2.管路 送配水管 

送配水管敷設： 

延長 36.5km、呼び径 125～

500mm、HDPE 管 

（配水本管敷設には道路整備を

含む） 

送配水管敷設：

33.1km 呼び径

125～500mm、

HDPE 管 

（道路整備は含

まない） 

給水対象地区の

変更に伴う管

径・管路延長の

変更。道路整備

は民間開発業者

が実施。 

3.圧力調整

池 

高架水槽 高架水槽（R-P1）： 

1 箇所、400m3（=400m3 x 1

池）、鉄筋コンクリート造 

高架水槽（R-

P2.2）:容量・構

造に変更なし 

給水対象地区の

変更に伴う設置

場所の変更 

 

5. プロジェクトの工期及び概略事業費 

見直した各施設の概略設計をもとに工程計画及び概略事業費の算定を実施した。 

本計画を我が国の無償資金協力により実施する場合、UNOPS による入札関連業務に約 9.0 ヶ月、

施工に約 27.0 ヶ月を予定している。 

本計画を実施する場合に必要な事業費総額は約 23.6 億円となる。なお、積算に適用した条件は

下記 5.3 のとおりである。 
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5.1 日本側負担経費   

概略総事業費： 約 2,361 百万円    

工種 
内訳 小計 

（百万円） 

1.建設費  1,695.6 

(1) ポレシャルヒ井戸ステーション  

① 生産井 生産井（ポンプ、電気設備） 29.9 

② 導水管 導水管敷設 40.3 

③ 配水池・送水ポンプ施設 配水池、送水ポンプ施設、電気設備、消毒施設 189.1 

④ 観測井 観測井 7.3 

⑤ 維持管理設備 
管理棟（薬品室、電気室、ポンプ室、事務室）、

流量・水質計測装置、維持管理用工具等 
129.9 

(2) 送水管 送水幹線敷設 819.9 

(3) 圧力調整池 高架水槽 169.1 

(4) 配水管 配水本管敷設 310.1 

2.調達代理機関費 665.8 

 

5.2 アフガニスタン国側負担経費 

概算事業費： 268,972 千 AFA（約 405 百万円） 

（単位：千 AFA） 

負担内容 数量 
経費 

（現地通貨） 
備考 

銀行口座開設に基づく銀行

手数料 

1 式 2,356  （約 4 百万円） CRIDA 負担 

無償資金協力の範囲内に含

まれない配水本管の建設 

- -  なし 

無償資金協力の範囲内に含

まれない配水枝管の建設

（管材料費） 

推定約

160km 分 

266,616  （約 401 百万円） 民間事業者負担 

計  268,972  （約 405 百万円）  

 

5.3 積算条件 

上記概略事業費を積算するにあたっての積算条件を以下に示す。 

1. 積算時点 ： 平成 30 年 6 月 

2. 為替交換レート ： 米貨対日本円 1US$ = 108.75 円 

アフガニ(AFA)対日本円 1AFA = 1.507 円 

3. 施工期間 ： 27 ヶ月 

4. 税金の処置 ： 積算は、日本国政府の無償資金協力の制度を踏まえて行う 

 

6. プロジェクトの評価 

本計画を実施することにより、以下に示す効果が期待できる。 
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6.1 定量的効果 

表-3 定量的な効果指標 

指標名 基準値（2018 年） 目標値（2025 年） 

[事業完成 3 年後] 

給水量（m3/日） 0 5,000 

給水人口（人） 0 54,492 

給水時間（時間/日） 0 24 

 

6.2 定性的効果 

基盤インフラである給水施設が整備され、パーセル 2.2 の開発が促進される。
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第 1 章 プロジェクトの背景・経緯 

1-1 当該セクターの現状と課題 

1-1-1 現状と課題 

1-1-1-1 新都市開発と我が国の支援 

アフガニスタン国の首都カブール市の人口は、1999 年に約 200 万人だった。しかし、タリバ

ン政権からの解放及び民主化の高まりとともに人口が急激に増加し、2012 年時点で、推計で 400 

万人とも 500 万人とも言われている。居住可能な面積や水資源の面で、本来の人口吸収能力をす

でに超えている状況にあると考えられている。また、人口は、2025 年に 650 万人に達するとの予

測もある。 

その状況下、アフガニスタン国は、デサブ・バリカブ新都市開発機構（以下、DCDA）を設立し、

新たに人口を吸収する新都市を既存カブール市の北東に隣接する約 740km2（74,000ha）に開発す

る計画を策定した。2016 年には、首都圏独立開発機構（以下、CRIDA）が設立し、DCDA の業務

が CRIDA に移管され、新都市開発が進められている。 

我が国は、この計画に対し、2008 年から 2009 年に「カブール首都圏開発計画調査」を実施し、

カブール首都圏開発のマスタープラン（以下、MP）策定を支援した。同 MP は、2009 年 3 月にア

フガニスタン国政府に承認された。 

その後、DCDA は、計画を具体化すべく、骨格計画やビジネス・プランの作成に着手し、公共

で整備すべき施設・事業の計画や開発・分譲を実施する民間開発業者募集等を展開している。我

が国は、その作業を支援するため、2010 年より技術協力プロジェクト「カブール首都圏開発計画

推進プロジェクト」を開始し、首都圏開発の実施機関の能力開発を支援している。 

DCDA は、新都市地域を、バリカブ、デサブ北、デサブ南、パイモナールに大きく四分割し、

デサブ南地区を第一次開発地区と決めた。また、同地区内のパーセル 1（開発面積約 830ha 及び計

画人口 42,000 人）を初期開発地とし、ビジネス・プランが 2011 年 5 月に策定された。 

我が国は、パーセル 1 の開発に対し、DCDA が整備する基幹道路と配水本管の整備を支援すべ

く、デサブ南地区インフラ整備サブプロジェクト（以下、インフラ SP）を 2011 年 3 月に開始し、

水道施設について「デサブ南地区緊急給水計画」（原計画、2013 年）を計画した。また、2013 年 2

月に、同地区の給水施設の整備に係る無償資金協力「デサブ南地区給水施設整備計画」に係る交

換公文（E/N）及び贈与契約（G/A）を締結した。 

しかし、給水対象パーセル 1 において地元地権者との間で用地取得等の問題が発生し、その後

もパーセル 1 の土地問題が解決する見込みが立たないため、パーセル 1 の南方に位置するパーセ

ル 2.2 へ事業サイトを変更することが要請された。 

パーセル 2.2 は、パーセル 1 と同様にアフガニスタン国政府から先行モデル地区として指定さ

れており、CIRDA 及び民間事業者がインフラ整備及び宅地開発を進めているが、給水システム

は未整備であり、パーセル 1 検討時と同様に無償資金協力を通じた施設整備が必要となってい

る。 
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1-1-1-2 水資源状況 

(1) デサブ地域の水資源状況 

デサブ地域は、北方約 50km の位置を流れるパンジシール川流域に位置する。デサブ地域へ

は、東方の山地から融雪水が流れ込み、それがバリカブ川を形成してパンジール川へ通じる。

しかし、この融雪水は春先の一時的なものであり、地域を通年で潤すものではない。また、年

間の降水量は 300mm/年程度と少なく、地下水を涵養する能力が低い。このため、上水道用の

安定した水源を地域内に確保することが難しい。 

そのため、デサブ地域へ上水道を普及させる場合、外部に安定水源を確保する必要がある。 

(2) ポレシャルヒの地下水 

デサブ南初期開発区の上水道水源を確保すべく、我が国は、2011 年 1 月から 2012 年 8 月、

「デサブ南地区地下水開発サブプロジェクト（以下、地下水 SP）」で DCDA を支援した。同地

下水 SP は、デサブの外部にあるカブール川沿いのタンギカレ及びポレシャルヒの 2 ヶ所と、

デサブ内にあるバクティアラン及びダネシュマンドの 2 ヶ所で、試験井等を設置し、賦存量・

揚水可能量調査を実施した。 

その結果、ポレシャルヒのみが有力な地下水源と評価され、最大 2,500m3/日の揚水量の 2 本

の井戸で、合計 5,000m3/日の揚水が可能との結論に至った。なお、ポレシャルヒには、1 本の

試験井が掘削され、生産井の仕上げが施された。同井は、要請のプロジェクトで活用すべく、

CRIDA によって管理されている。なお。原計画（2013 年）から時間が経過しているため、CRIDA

は 2017 年 11 月に生産井 No.1 の揚水試験を実施し、計画揚水量が確保されていること確認し

ている。 

 

1-1-1-3 上水道普及の状況と実施機関 

アフガニスタン国の都市部における上水道事業の大部分は、アフガニスタン都市上下水道公社

（以下、AUWSSC）が実施している。また、CRIDA と AUWSSC は、新都市の上下水道サービス

を「AUWSSC が実施する」ことと合意している。現在、施設建設までを CRIDA 主導で実施し、

建設後に施設を AUWSSC へ移管した上で、AUWSSC が上下水道事業を実施する計画である。 

AUWSSC 全体（全国）での平均給水量は 100,171 m3/日（2011 年）で、合計の契約者数は 142,595

世帯（2011 年）である。また、無収水率は、約 40%と推定されている。 

AUWSSC は、全国を 6 つの大支局と 11 の小支局に分割して事業展開している。このうち、カ

ブール支局（大支局）が首都のカブール市を担当している。現時点では、デサブ・バリカブに上

下水道がないため、新都市地域へは AUWSSC の事業活動が及んでいない。新都市へのサービス拡

大のため、水源を含む送・配水施設整備と AUWSSC の能力強化が課題である。 

なお、AUWSSC のカブール市への上水道事業は、表 1.1 のとおりである。400 近い公共水栓や

1 世帯の契約者の下に複数家族が存在することがあることから、正確な裨益者数の把握が困難で

ある。AUWSSC は裨益者を 120 万人と推定しており、現在の人口を 500 万人と仮定するならば、

対人口の普及率が 24%（公共水栓含む）、平均で 33L/人/日（以下、LCD）の給水をしていること

になる。 
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表 1.1 カブール市の上水道事業概要（2011） 

項目 概要 

平均給水量 39,900 m3/日 

契約者数 43,046 世帯 

推定給水人口（公共水栓等を含む） 1,200,000 人 

平均一人一日給水量 33LCD 

送配水管延長 540km 

担当従業員数 338 人 

注： アフガニスタン暦 1390 年度（2011 年 3 月-2012 年 3 月）のデータ 

出典： AUWSSC 

 

1-1-2 開発計画 

1-1-2-1 国家開発戦略 

アフガニスタン国政府は最上位の国家開発戦略として、Afghanistan National Development Strategy

（以下、ANDS）を 2008 年に策定した。これは、「治安改善」、「ガバナンス・法の支配及び人権」、

及び「経済及び社会発展」の 3 つの柱からなる。また、「麻薬対策」、「地域協力」、「ジェンダー」、

「腐敗対策」、「環境」及び「キャパシティ・ビルディング」の 6 つの横断的課題が上げられてい

る。 

都市開発は、経済社会開発におけるインフラ・天然資源開発分野における重点分野の一つとさ

れており、首都カブール市を始め、同国で進行する都市化で生じている都市環境の悪化、住宅不

足、行政サービスの停滞への対応を掲げている。しかし、治安の悪化や、政府及びドナー支援の

都市問題への対応優先度が低かったこと等の理由から十分な対策が実施されていない。ANDS の

都市開発に係る目標は、これらの問題や課題から、「貧困削減に向けた持続的な経済成長の中で、

都市住民へ改善されたサービスと取得可能な住居へのアクセスを増大させる」と設定されている。 

 

1-1-2-2 新都市開発計画 

前述の MP は、上記の ANDS に沿った首都圏に対する計画である。MP は、2025 年の首都圏の

人口を 650 万人と推定し、そのうち 150 万人が新都市に居住すると予測している。なお、MP は、

以下の 4 点を計画コンセプトとしている。 

(1) 社会経済の多様性の追求 

(2) 都市・農村の補完的関係の活用 

(3) リサイクル志向エコ都市の建設 

(4) 文化都市の建設 

 

また、新都市を含む首都圏内に 650 万人の扶養に必要な水資源がないことから、水資源及び上

水道整備を優先課題の一つにしている。 

なお、MP が計画する 2025 年の人口は、表 1.2 のとおりである。本件の要請プロジェクトの対

象地域であるパーセル 2.2 は、デサブ南地区に属する 
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表 1.2 新都市の計画人口（2025） 

地区 人口（人） 

バリカブ 194,841 

デサブ北 501,376 

デサブ南 460,833 

パイモナール 342,671 

合計 1,498,021 

出典： カブール首都圏開発調査最終報告書 

 

1-1-2-3 デサブ南地区骨格計画 

2009 年 3 月の MP 承認に続き、DCDA は、デサブ南地区を第一次開発地区に定め、より具体的

な骨格計画の策定に着手した。同計画は、我が国のカブール首都圏開発計画推進プロジェクトの

サブプロジェクトに当たるキャパシティ・ディベロップメント・プロジェクト（以下、CD プロジ

ェクト）の支援の下、2011 年 5 月に策定され、道路・上水道を含むインフラ整備の基本方針が定

められた。この計画による、デサブ南地区の計画人口は 40 万人である。 

骨格プランの戦略的な取り組みは、以下の 3 点である。 

(1) カブール市との交通リンクの改善 

(2) 河川等を含む特徴ある地形の活用 

(3) 都市環境に重要な緑地の創造 

 

1-1-2-4 パーセル 2.2 の開発計画 

CRIDA が計画する都市計画におけるパーセル 2.2 の計画人口を表 1.3 に示す。街区割り計画に

ついては、3-3-2 概略設計図（DSWS-08：主要配水管平面図）を参照のこと。 

表 1.3 パーセル 2.2 の計画人口（2025） 

地区 人口（人） 

ステージ 1 16.458 

ステージ 2 16,524 

ステージ 3 6,204 

ステージ 4 2,268 

ステージ 5 13,038 

合計 54,492 

出典： CRIDA 

 

1-1-2-5 カブール首都圏緊急水資源開発プロジェクト 

DCDA は、別途、新都市地域の 150 万人（計画人口）の経済・生活活動を支える水資源の調査・

計画を実施している。この活動に対し、我が国は、「カブール首都圏緊急水資源開発プロジェクト」

を 2010 年 10 月から 2012 年末に実施し、水資源及び新都市への導・送水計画の策定及びフィージ

ビリティ調査（以下、F/S）の面で支援した。しかし、施設建設等の実現の目途は明確化しておら

ず、DCDA が実現に向けた努力をしてきた。計画概要を以下に述べる。 



 

1-5 

 

(1) フェーズ 1 

新都市の北方約 40km にあるサイアッド扇状地の伏流水を取水し、新都市まで導水する。導

水された水を、新都市の各地へ送水する。導水量は、年間の平均量で 22.3 百万 m3/年。建設費

は、約 USD174 百万と見積もられている。 

(2) フェーズ 2 

フェーズ 1 と同じサイアッド扇状地の取水施設を拡張し、新都市までの導水を増加させる。

これにより、導水量を平均 52.8百万m3/年まで向上させる。この拡張事業の建設費は、約USD163

百万と見積もられている。 

(3) フェーズ 3 

サイアッド扇状地より更に北方の渓谷に、サランダムまたはグルバハールダムを建設し、新

都市へ導水する。上水道用の開発水量は、平均 52.4 百万 m3/年であり、これにより、合計約 105.2

百万 m3/年の水が確保される。なお、ダムに係る調査はプレ F/S 調査として実施されたため、

F/S レベルの精緻な建設費は算出されていない。 

 

なお、原計画では、カブール首都圏都市計画マスタープランで設定されている計画一人一日給

水量である 150LCD を施設計画の基本とした。しかしながら、同計画はポレシャルヒ井戸以外の

新規水源開発を前提としたものであり、CRIDA と協議した結果、現時点では新規水源開発の見通

しは立っていないことから、ポレシャルヒ井戸水源で確保されている計画一日最大揚水量

5,000m3/日を基準に計画する方針とした。 

 

1-1-3 社会経済状況 

アフガニスタン国は、人口約 2,900 万人（2016 年、アフガニスタン中央統計局）で、農業（小

麦、大麦、ジャガイモ、米、アーモンド、サトウキビ等）を主要産業とする。カブール市等の大都

市では復興需要から建設業、サービス業も伸びてきている。他方、同国は依然として最貧国であ

り、2017 年の UNDP 人間開発指数でアフガニスタン国は 189 ヶ国中 168 位となっている。 

GDP は 203 億米ドル（2016 年、アフガニスタン中央統計局）であるが、経済成長率は 3.6%（2016

年、アフガニスタン中央統計局）である。2016 年度の GDP 内訳は、第 1 次産業 24.3％、第 2 次産

業 20.9％、第 3 次産業 51.3％（2016 年、アフガニスタン中央統計局）となっている。 

アフガニスタン国の経済・社会インフラは、20 年以上の内戦を通じて壊滅的な打撃を受けた。

しかし、タリバン政権崩壊後、国際社会の支援を通じて復興が進展している。これまでに国家統

治機構整備プロセスが完了した他、避難民の帰還（570 万人）、教育（2001 年に 100 万人以下だっ

た就学人数が 2011 年に 800 万人に向上）等の分野で改善が見られている。 

今後の更なる復興・開発に必要な社会基盤に未整備部分が多く、首都のみならず地方への支援

拡大も急を要する課題である。 

 

1-2 無償資金協力の背景・経緯及び概要 

1-2-1 要請の背景・経緯 

1999 年に約 200 万人であったアフガニスタン国の首都カブール市の人口は、2012 年時点の推

計で 400 万人とも 500 万人とも言われており、2025 年には 650 万人に達するとの予測もある。

この状況下、アフガニスタン国は、デサブ・バリカブ新都市開発機構（以下、DCDA）を設立し、
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新たに人口を吸収する新都市を、既存カブール市の北東に隣接する約 740km2（74,000ha）に開発

することとした。この開発に係るマスタープラン（以下、MP）が 2009 年に承認され、2011 年に

は、第一次開発地区（デサブ南地区）に係るインフラの骨格計画が策定された。2016 年に、首都

圏地域独立開発機構（以下、CRIDA）が設立し、CRIDA が DCDA の業務を引き継ぎ、新都市開発

を進めている。 

現在、アフガニスタン国は、骨格となるインフラの整備計画の具体化を進める一方、開発実施

者となる民間開発業者の活用計画や収支分析・民間開発業者へ対するガイドライン作り等を進め

ている。我が国は、これらの活動に対し、カブール首都圏開発計画推進プロジェクトで支援して

いる。 

また平行して、開発のモデルにすべく、初期開発地（約 830ha、計画人口 42,000 人）をデサブ

南地区内にパーセル 1 と名付けて設置し、公共で整備すべき基幹道路・配水本管の設計、建設を、

民間事業者を活用して、開発を進めてきた。 

日本国政府とアフガニスタン国政府は、2013 年 2 月に、無償資金協力「デサブ南地区給水施設

整備計画」に係る交換公文（E/N）及び贈与契約（G/A）を締結した。 

しかしながら、給水対象地区であるパーセル 1 において、地元地権者との間で用地取得の問題

が生じるとともに、民間事業者による地域開発事業の着工が E/N・G/A 締結後も確認できなかっ

たことから、調達代理機関である UNOPS 及びアフガニスタン国政府と協議した結果、調達代理

契約の締結を問題解決まで見合わせることとなった。 

その後、パーセル 1 の土地問題が解決する見込みが立たないため、2016 年 4 月にパーセル 1 の

南方に位置するパーセル 2.2 へ事業サイトを変更することが CRIDA から要請された。 

パーセル 2.2 はアフガニスタン国政府から先行開発モデル地区として指定されており、大半の

地権者から都市開発事業への参画に係る合意を取り付け、CRIDA 及び民間事業者がインフラ整備

及び宅地開発を進めている。しかし、パーセル 2.2 の一帯には、既存水道施設のみならず、上水道

に必要な能力を持つ水源がなく、地域外の水源から送水する必要がある。この背景下、同初期開

発地に必要な水源の開発、取水/送水施設を整備し、同初期開発地に必要な水道水を確保するため

の、無償資金協力を通じた施設整備が必要となっている。 

 

1-2-2 要請の内容 

上記の通り、(1) 要請（2012 年）、(2) 原計画（パーセル 1、2013 年）及び(3) 本計画（パーセル

2.2）の各内容は表 1-4 に示すとおりである。 

 



 

 

 

 

 表 1.4 本計画における要請内容、協力支援内容の変遷  

施設名 構成要素 要請（2012 年） 原計画（2013 年、パーセル 1 対象） 
本計画（2018 年、パ

ーセル 2.2 対象） 
備考 

(1) 生産井 
深井戸、水中ポ

ンプ、電気設備 

2,500m3/日 x 2 本（うち 1 本は既存の試験

井） 

生産井（PW-1、PW-2）：2 本（うち 1 本は既存の試験

井） 

ポンプ揚水量：2,500m3/日 x 2 台、ポンプ揚程：23m、電

気設備：1 式 

同左  

(2) 導水管 導水管 
 導水管敷設：延長 1.6km、呼び径 250mm、180mm、

HDPE 管 

同左  

(3) 配水池・送水

ポンプ施設 

配水池 
1,700m3 の配水池 配水池（R-Well）: 1 箇所、1,700m3 （=850m3 x 2 池）、

鉄筋コンクリート造 

同左  

送水ポンプ、電

気設備 

一日最大換算で 5,000m3/日（=3.5m3/分）

のポンプ施設 

ポンプ送水量：1.7m3/分 x 3 台（常用）、1 台予備、ポン

プ揚程 90m、電気設備：1 式 

ポンプ揚程のみ 101m

に変更 

圧力調整池位置の変更に

伴うポンプ揚程の増大 

消毒施設  さらし粉溶解槽、さらし粉溶液注入ポンプ：1 式 同左  

(4) 観測井 深井戸  観測井：4 本 同左  

(5) 維持管理設備 
管理棟等  施設管理員詰所、流量・水質計測装置、維持管理要道工

具等 

同左  

2.管路 送配水管 

送水管:延長約 18km、呼び径 500mm 

配水管：延長約 30km、呼び径 125～

450mm 

送配水管敷設： 

延長 36.5km、呼び径 125～500mm、HDPE 管 

（配水本管敷設には道路整備を含む） 

送配水管敷設： 

延長 33.1km、呼び径

125～500mm、HDPE

管（道路整備は含まな

い） 

給水対象地区の変更に伴

う管径・管路延長の変

更。道路整備は民間開発

業者が実施。 

3.圧力調整池 
高架水槽 高架水槽：400m3 高架水槽（R-P1）： 

1 箇所、400m3 (=400m3 x 1 池）、鉄筋コンクリート造 

高架水槽（R-P2.2）： 

容量・構造に変更なし 

給水対象地区の変更に伴

う施設位置の変更 
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1-3 我が国の援助動向 

我が国は、2001 年以降、アフガニスタン国の復興・開発支援を実施してきており、インフラ整

備は重点分野の一つとして位置づけられる。インフラ面では、道路の整備、国際空港の建設、地

下水調査等の多岐にわたる協力を実施している。 

新都市を含むカブール首都圏においては、首都圏開発調査、給水計画調査、地形図作成、緊急

水資源開発調査、首都圏開発推進プロジェクト等を実施してきている。我が国は、新都市開発と

既存カブール市の再開発を一体的に行って都市問題の解消と安定した首都の構築を促進すること、

また、雇用創出を含む経済成長を促して民生の安定と平和の定着に貢献することに対し、カブー

ル首都圏開発を重要な事業と位置付けている。 

首都圏の上水道及び本件と関係が深い我が国の技術協力及び無償資金協力の実績を表 1.5 及び

表 1.6 に示す。 

表 1.5 我が国の技術協力実績（上水道・首都圏開発関連） 

協力内容 実施年度 案件名 概要 
技術協力プ
ロジェクト 

2006～2010 年度 カブール市給水
計画調査 

カブール市の地下水賦存量（特に深層地下
水）の調査 

 2010年度から実施
中 

カブール首都圏
開発計画推進プ
ロジェクト 

「カブール首都圏開発計画調査」で策定さ
れたマスタープランを受け、いくつかのサ
ブプロジェクトを設置して、(1)首都圏開発
の実行能力向上、(2)社会基盤整備の計画・
実施能力向上、(3)首都圏の地域開発管理体
制・手法の整備等を実施中 

開発計画調
査型技術協
力 

2007～2009 年度 カブール首都圏
開発計画調査 

カブール市及び新都市開発を含む、首都圏
開発のマスタープランの作成 

 2010～2012 年度 カブール首都圏
緊急水資源開発
プロジェクト 

上記のマスタープランを受け、首都圏（特
に新都市）への導水・送水事業の F/S を実
施 

 

表 1.6 我が国の無償資金協力実績（上水道・首都圏開発関連） 
（単位：億円） 

実施年度 案件名 供 与 
限度額 

概要 

2011 年度 カブール市郊
外小規模灌漑
施設・農村道
路整備計画 

6.96 

首都カブール及び周辺地域の用水路約 27km 及びため
池 21 か所を補修するとともに、農村道路約 4 キロメ
ートルの舗装を行うもの 

2011 年度 カブール市東
西幹線道路等
整備計画 

25.09 
カブール市のバイパス機能を有する東西幹線道路計
約 15km の拡幅・整備及びカブール市北部第 11 区の
主要生活道路計約 5km の改修を行うもの 

 

1-4 他ドナーの援助動向 

アフガニスタン国では、独国や世銀が給水分野の支援をしている。上水道分野の他ドナー国・

国際機関の援助実績を表 1.7 に示す。 
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表 1.7 他のドナー国・国際機関の援助実績 

実施年度 機関名 案件名 援助形態 
金額（千 US$） 

概要 

2003 年 ドイツ復興
金融公庫
（KfW） 

クンドゥス市配水
管網拡張プロジェ
クト 

無償 
5,600 

クンドゥス市の配水管網拡張 

2008 年 KfW ヘラート市配水管
網拡張プロジェク
ト 

無償 
6,800 

ヘラート市の配水管網拡張 

2008 年 KfW 給水施設及び配水
管網建設プロジェ
クト 

無償 
12,000 

カブール市の給水施設及び配
水管網建設 

2008 年 世界銀行 11 市給水施設修復
プロジェクト 

無償 
8,900 

給水施設修復（一部がカブー
ル市対象） 

2008 年 米国国際開
発庁

（USAID） 

配水管網建設プロ
ジェクト 

無償 
10,500 

配水管網建設（一部がカブー
ル市対象） 

2008 年 世界銀行 カブール支局舎建
設プロジェクト 

無償 
2,600 

カブール市局舎建設 

2002～
2004 年 

KfW カブール市上水道
施設拡張計画調査 

技協 既存カブール市の水源や配水
管網の拡張計画の策定 

2008～
2013 年 

ドイツ国際
協力公社
（GIZ）及
び KfW 

都市上水道供給改
善プログラム 

技協 国レベルでの基準策定、ビジ
ネス・プラン策定、ドナー調
整の支援 各支局での顧客サ
ービス、備品管理、修理計画
支援 

2011～
2013 年 

世界銀行 上下水道公社運営
改善コンサルタン
ト・サービス 

技協 規約・法務書類整備、資産管
理、組織構築、財務改善、運
営戦略等の策定支援 

2012～
2014 年 

USAID 上下水道公社カン
ダハル支局運営改
善プロジェクト 

技協 カンダハル支局とその下部組
織の事業運営改善支援 

出典： AUWSSC 



 

2-1 
 

第 2 章 プロジェクトを取り巻く状況 

2-1 プロジェクトの実施体制 

2-1-1 組織・人員 

本件では、CRIDA が実施機関として施設建設し、AUWSSC が運営・維持管理機関になっ

て施設の保守・運転を含む上水道事業を実施する。 

 

2-1-1-1 CRIDA 

CRIDA は、デサブ及びバリカブ新都市を開発するために設立された DCDA から 2016 年

に移管された機関であり、新都市の計画・設計・民間開発業者の募集・指導、公的整備が必

要な施設の建設等を実施している。なお、地方自治体の位置付けにはなく、基本的に施設整

備までを役割とする。 

2018 年 11 月現在の CRIDA の組織を図 2-1 に示す。 

 

 

出典： CRIDA 

図 2-1 CRIDA の組織（2018 年 11 月現在） 

水道施設の整備に係る本計画は、主にインフラ計画設計部が担当する。インフラ設計部は、

流域排水設計、下水・廃棄物管理、道路設計、水資源・給水、エネルギー通信の 5 つの課か

らなり、計 44 名が所属する。    

最高経営責任者（CEO）

副経営責任者 内部監査室役員アドバイザー

・シニア土地・法律アドバイザー

・シニア営業アドバイザー

・シニア技術アドバイザー

・シニアジェンダーアドバイザー

プログラム副責任者 技術副責任者 経理副責任者

経済開発プログラム部

地域開発プログラム部

増改築プログラム部

インフラ開発プログラム部

研究開発部

技術計画部

土地管理部

インフラ計画設計部

構造設計部

プロジェクト推進部

コスト・規格課

調達部

運転サービス部

経理部

広報部

調査・GIS部

計画政策室

法務部

ガバナンスプログラム部 資産運用規制部

人事課

情報技術課
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2018 年 11 月現在の CRIDA のインフラ計画設計部の組織を図 2-2 に示す。 

 

出典： CRIDA 

図 2-2 インフラ計画設計部の組織（2018 年 11 月現在） 

2-1-1-2 AUWSSC 

AUWSSC は全国で上下水道事業を手掛けており、全体では総勢 1,000 名を超える陣容で

ある。 

そのうち 100 名が本部へ、338 名がカブール支局へ配置されている。設立から間もない状

況であることから、まだ、組織編成や人員配置の検討途上にある。2016 年時点の本部の組

織状況を図 2-3 に、2012 年 9 月末のカブール支局の組織状況を及び図 2-4 に示す。 

本件の計画対象地域は新都市であるが、対象地域が現時点では小さいこと、水源が位置す

るポレシャルヒがカブール支局から近いことから、カブール支局が担当することになる。 

カブール支局の中に新都市用分局（小支局）を設置し、カブール支局の支援下で施設の運

転・維持管理を担当することになる。設立される新組織は、将来の新都市上下水道事業運営

組織のモデルとなると期待されている。 

 

 

インフラ計画設計部（3）

流域排水設計課（1） 下水・廃棄物管理課（1） 道路設計課（1） 水資源・給水課（1） エネルギー通信課（1）

土地収用課

(2)

排水設計課
(4)

下水道課
(4)

廃棄物管理課
(2)

道路設計課
(4)

水資源課

(4)
水道設計課

(4)
通信課

(2)
電力課

(4)

※ (  )は、職員数
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出典： AUWSSC 

図 2-3 AUWSSC 本部の組織（2016 年） 

 

 
出典： AUWSSC 

図 2-4 AUWSSC カブール支局の組織（2012 年 9 月現在） 
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支局調整課

営業サービス課

プロジェクト開発評価実施課
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人事課
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会計課

予算課
6 支局

理事会

総裁補佐 支局調整長

運転部
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2-1-2 財政・予算 

2-1-2-1 CRIDA 

CRIDA の 2016 年～2018 年の予算と支出実績を表 2.1 に示す。 

CRIDA は独立した政府機関であり、新都市開発のために、財務省より CRIDA 独自の予算

が分配されている。CRIDA の予算は、年々増加傾向にあり、また予算の 2017 年の予算は

1,177 百万 AFA、執行実績は 1,036 百万 AFA（88%）であった。 

 

表 2.1 CRIDA の財務状況 
単位：百万 AFA  

項目 2016 年 2017 年 2018 年 

予算 740 1,177 1,565 

支出実績 118 1,036 1,036 
注： 1 年度は 1 月 21 日から翌年 1 月 20 日まで。2018 年の支出実績は、2018 年 11 月 13 日までの
実績。 
出典： CRIDA 

 

2-1-2-2 AUWSSC 

アフガニスタン国の上下水道事業は、長らく、都市開発省の下部機関である都市上下水道

庁（以下、CAWSS）に実施されてきた。慢性的な赤字体質で多額な政府助成金を必要とし

ていたことから、効率化を目指した公社として AUWSSC が 2007 年に設立された。それ以

降、準備期間を経て、徐々に事業移管が実施され、近年、CAWSS の事業はすべて AUWSSC

へ移管された。係る背景から、基本的に AUWSSC へは政府助成金がなく、料金収入で事業

運営を実施する組織である。AUWSSC 全体及びカブール支局のみを抜き出した過去 3 年間

の収支状況を表 2.2 及び表 2.3 に示す。ほとんどの年で支出が収入を上回り、赤字が累積さ

れている。収入を上回る支出は、未納の形で処理され、そのまま負債になる。未納の多くは、

電気料金や税金・年金積立金等の政府や公共機関へ納付するものである。なお、原価償却費

は支出に計上されていない。 

係る状況下、建設費や施設リハビリ費用を捻出することができない。AUWSSC に生まれ

変わって以降、AUWSSC が直接的に投資した新規施設の建設は実施されておらず、現在実

施されている建設事業は、すべて、ドナーの支援で実施されている。また、水の滅菌に必要

な塩素剤については、UNICEF から無償で提供を受けており、水質分析に必要な薬品調達も

ままならない。 

AUWSSC では、この赤字体質の根源が低料金体系にあると考え、コスト分析を続けてき

た。約 2 年間にわたる分析と政府との交渉の結果、2012 年 5 月、平均 AFA7.00/m3 程度であ

ったものを平均 AFA25.00/m3 とする料金が政府に承認された。この料金改定により、

AUWSSC は約 7 年間で赤字状態から脱却できるだろうとしている。上水道料金の一覧を表

2.4 に示す。なお、現制度下では、上水道料金は全国一律である。 
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表 2.2 AUWSSC の財務状況 
単位：百万 AFA 

区分 項目 2009 年 2010 年 2011 年 

収入 水販売 132 179 161 
  その他 40 36 56 
  合計 172 215 217 
       

支出   169 233 219 
       

損益   3 -18 -2 
注：予算年度は 3 月 21 日から翌年 3 月 20 日まで。その他収入とは、メーター設置

費や不動産賃料。 
出典： AUWSSC 

表 2.3 AUWSSC カブール支局の財務状況 
単位：百万 AFA 

区分 項目 2009 年 2010 年 2011 年 

収入 水販売 55 50 59 
  その他 11 14 18 
  合計 66 64 77 
       

支出   70 100 110 
       

損益   -4 -36 -33 
注：予算年度は 3 月 21 日から翌年 3 月 20 日まで。その他収入とは、メーター設置

費や不動産賃料。 
出典： AUWSSC 

 

表 2.4 AUWSSC の上水道料金 

大区分 中区分 小区分 単位 従前料金 改定料金 

メーター付契約者          

  商業地域   AFA/m3 20 35 

  都市計画地域外住宅   AFA/m3 4 12 

  都市計画地域内住宅 1/2"管接続 AFA/m3 6 25 

    3/4"管接続 AFA/m3 8 25 

    1"管接続 AFA/m3 10 25 

メーター無契約者          

  商業地域 1/2"管接続 AFA/月 640 2,100 

    3/4"管接続 AFA/月 640 3,150 
    1"管接続 AFA/月 640 4,200 
  都市計画地域外住宅   AFA/月 640 150 
  都市計画地域内住宅 1/2"管接続 AFA/月 80 240 
    3/4"管接続 AFA/月 160 480 
    1"管接続 AFA/月 320 690 
住宅地域の接続手数料 1/2"管接続 AFA/件 1,000 2,000 
    3/4"管接続 AFA/件 2,000 4,000 
    1"管接続 AFA/件 4,000 8,000 
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大区分 中区分 小区分 単位 従前料金 改定料金 
商業地域の接続手数料 1/2"管接続 AFA/件 2,000 4,000 
    3/4"管接続 AFA/件 4,000 8,000 
    1"管接続 AFA/件 8,000 16,000 
接続登録料    AFA/件 300 450 
メーター賃貸料    AFA/件 300 450 

注： 料金改定は、2012 年 5 月に実施。 
出典： AUWSSC 

 

2-1-3 技術水準 

AUWSSC は、首都圏内外で、水源から各戸への給水をカバーする上水道事業を実施して

いる。本件のように 42,000 人規模の小規模給水事業を実施するための基本的能力は保有し

ている。しかし、慢性的な資金不足から、水質管理や薬品注入等の業務が不十分になりがち

なこと、管路等のマッピングが不十分で維持管理に支障をきたすこと等の問題点もあり、適

切な運転・維持管理や事業運営のための技術的な支援が必要である。また、新都市を対象と

した事業の実施組織が現時点では整備されていないため、本件のプロジェクトの運営・維持

管理のために、要員補強を含む新たな組織作りを必要とする。このため、独立行政法人国際

協力機構（以下、JICA）では、カブール首都圏開発計画推進プロジェクトの中のサブプロジ

ェクトとして、AUWSSC を対象にした技術協力プロジェクトを計画している。 

AUWSSC の経営能力改善に当って、これまで、世銀や KfW がアドバイザー派遣等を通じ

た支援を実施してきている。現在、社長や部長級の経営の中心には、世銀が雇用した専門家

（14 名、アフガニスタン国人）が配置されており、効率化を目指した経営改善活動が展開

されている。世銀や KfW の技術協力プロジェクトも実施されており、本部機能の能力は向

上の傾向にある。その一方、現場レベルの技術協力が少なく、低賃金による人材流出もあい

まって、現場レベルの運転・維持管理能力が比較的低い。本件の実施に当たって、現場レベ

ルでの技術協力を平行して実施することで、無償資金協力と技術協力が相乗効果を生み、適

切な運営・維持管理の方向へプロジェクトを導くと考えられる。 

 

2-1-4 既存施設・機材 

新都市地域での上水道事業が実施されていないため、本件に直接的に関係がある既存の

上水道施設はない。ただし、地下水 SP が試験揚水のために設置した井戸（1 本）は、要請

の井戸に転用可能である。 

 

2-1-4-1 生産井に転用される試験井 

2012 年 4 月～5 月、地下水 SP は、本件で計画される 1 本目の井戸（以下、PW-1）の予定

地に、試験井を設置して試験揚水を実施した。試験の結果、所期の 2,500m3/日の揚水が可能

と評価された。なお、当初より、生産井としての活用を視野に置いて掘削されたものである

ため、ケーシングやスクリ－ン等、生産井として十分な仕様で仕上げられている。水中ポン

プや配管類を整備することで、十分に生産井の機能を果たすことが見込まれる。現時点では、

CRIDA が保存管理を実施中である。 
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なお、原計画（2013 年）から時間が経過しているため、CRIDA は 2017 年 11 月に生産井

No.1 の揚水試験を実施し、計画揚水量が確保されていること確認した。 

 

2-1-4-2 水質分析室 

将来的には、新都市支所を設立し、同支所内に定期的な水質分析のための分析室が必要で

ある。しかし、本件の段階では、給水量・給水人口・対象地域が小さいため、新都市用とし

て独立した支所や分析室の必要はない。したがって、カブール支局の業務の一環として、カ

ブール支局の分析室で水質分析が実施される。 

カブール支局の分析室には、小型の吸光光度計、濁度・残留塩素・バクテリア計測の装置、

携帯型濁度計、携帯型 pH 計がそれぞれ一台ある。日常水質監視に必要な最低限の項目のう

ち、大部分の計測は可能であるが、水源・配水池・管路等での計測のために現場常備させる

余裕はない。 

なお、分析機材は、カブール市内の全施設のサンプルの日常・定期監視のためには不足し

ており、将来的には、監視手順・システム整備と同時に機材整備の必要がある。 

 

2-2 プロジェクトサイト及び周辺の状況 

2-2-1 関連インフラの整備状況 

当該地は新都市地域であり、既存配水網は無い。一部の既存住民が浅井戸を利用している

可能性はあるが、正確な既存住宅戸数及び浅井戸数は把握されていない。 

 

2-2-2 自然条件 

プロジェクトの対象地域である首都カブールは、北緯 35 度と東京とほぼ同じ緯度であり、

標高は 1,800～1,900m、気候は大別して 4 月～11 月の乾期と 12 月～3 月の雨期に分かれる。

5 月から 8 月にかけてはほとんど雨が降らず、気温も摂氏 30 度から 40 度になる。他方、12

月から 2 月にかけては冬となり、積雪があり気温も氷点下 10 度程度まで下がることもある。 

 

2-2-3 環境社会配慮 

2-2-3-1 環境影響評価  

(1) 環境社会影響を与える事業コンポーネントの概要 

事業コンポーネントは大きく 4 つに分けられる。 

(a) 生産井、ポンプ場 

2 本の生産井、汲み上げた水の貯水池（配水池）、及び送水のためのポンプ場からな

る。 

(b) 送水管 

生産井から圧力調整池まで送水するための管。基本的に既存道路に沿って敷設予定。 

(c) 圧力調整池 

パーセル 2.2 に配水する圧力を調整する高架水槽。 
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(d) 主要配水本管 

パーセル 2.2 に内の街区に配水する配水本管の一部で、とくに重要な骨格になるも

の。 

 

(2) ベースとなる環境社会の状況 

それぞれの事業コンポーネントに分け、表 2.5 に示す。 

表 2.5 事業コンポーネント別の環境社会 

分類 生産井 

ポンプ場 

送水管 圧力調整池 主要配水本管 

土地利用 小麦畑（PW-1） 

既存道路脇空

き地（PW-2） 

既存道路 パーセル 2.2 の

外側。土漠。 

計画道路 

自然環境 貴重な動植物

は見られない。 

貴重な動植物

は見られない。 

貴重な動植物

は見られない。 

 

貴重な動植物

は見られない。 

社会環境 周辺に民家が

存在。 

ROW ※ に移転

が必要な施設

等はない。 

周辺に民家等

はない。 

パーセル 2.2 一

帯には、民家や

レンガ工場が

点在する。 

※帯には、民道路敷地 

 

(3) 相手国の環境社会配慮制度・組織 

アフガニスタン国では、国家環境保護庁（National Environmental Protection Agency、以

下 NEPA という)が環境保全と修復に関する調整及び環境モニタリングと環境法の施行

責任を担っている。 

環境認可の手順は、事業実施主体が事業実施前にスクリーニング・レポートを NEPA

に提出することで始まる。事業は予想される影響によって次の 3 つのカテゴリーに分類

される。1 

カテゴリーA: 重大な負の環境影響を与える可能性のあるプロジェクト。影響が複

雑で多岐にわたり、先例がないもの。影響は工事が行われるサイトや

施設の領域を超えた範囲に及び得る。 

カテゴリーB: カテゴリーA より負の影響が小さいプロジェクト。影響はサイトそ

のものにしか及ばず、不可逆的影響が少ないもの。 

カテゴリーC: 負の影響が極小、または考えられないもの。 

                                                   
 
1 Administrative Guidelines for the Preparation of Environmental Impact Assessment, March 2007, 
NEPA 
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NEPA は、スクリーニングレポート、カテゴリー分け、並びに情報公開結果に基づき、

環境認可を出すか、更なる環境影響評価（Environmental Impact Assessment、以下 EIA と

いう）調査を要求する。 

 

(4) 代替案（ゼロオプションを含む）の比較検討 

デサブ地域は、年間を通じて一時的に東方の山地からの融雪水が流れ込むものの、地

域を通年で潤すものではない。また、年間の降水量は 300mm/年程度と少なく、地下水を

涵養する能力が低い。このため、上水道用の安定した水源を地域内に確保することが難

しい。デサブ地域へ上水道を普及させる場合、外部に安定水源を確保する必要がある。

当初計画時に期待されたパンジシール扇状地からの送水計画は、実現の見通しが立って

いない。 

本事業を実施しない場合には、パーセル 2.2 に給水するための水源がなく、パーセル

2.2 開発は成り立たない。従って、本事業の実施が、最も妥当であると考えられる。 

水源については、当初計画において（ポレシャルヒ地区）が最も適していると確認さ

れており、現時点においても変更はないことを CRIDA と確認している。 

送水管は、既存道路に沿って敷設されるため、安価で環境負荷の少ないものと考えら

れる。 

 

(5) カテゴリー分け 

2012 年 6 月、DCDA は前述の環境認可手順に従って、デサブ南部地域開発に係る初

期環境評価（Initial Environmental Examination、以下 IEE という）レポートを提出した結

果、環境認可が発出されるとともに更なる環境影響評価調査は不要となった。同レポー

トでは、本計画をカテゴリーB と結論付けている。 

パーセル 2.2 向けの給水事業を含む地域開発に関しても、前述の環境認可をもって実

施することにつき、CRIDA は NEPA から了解を得ている。 

また、JICA 環境社会配慮ガイドライン（2004 年 4 月）に基づき、当初計画はカテゴ

リーB と分類されていたが、給水地区がパーセル 2.2 に変更となるものの、パーセル 1 と

環境社会条件は同様であり、カテゴリー分類の変更は必要ないと考えられる。 

 

(6) スコーピング及び環境社会配慮調査 

当初計画時のスコーピング及び環境社会配慮調査の TOR に基づき、CRIDA が環境社

会影響評価を見直した結果、当時の調査・評価結果から変更を要する項目はないことを

確認した。 

 

(7) 緩和策及び緩和策実施のための費用 

本計画の工事施工時及び供用後に想定される環境影響とその緩和策についても当初

計画から変更はない。 
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(8) 環境管理計画・モニタリング計画 

環境緩和策に基づくモニタリング計画も表 2.6 及び表 2.7 のとおり当初計画から変更は

ない。 

表 2.6 モニタリング計画（施工中） 

影響項目 項目 モニタリング方法 地点 
時期・頻

度 
責任機関 

大気汚染 ほこり等の状況 目視観察 事業対象地 毎日 施工業者 

水質汚染 汚濁状況 目視観察 事業対象地 毎日 施工業者 

廃棄物 廃棄物・量 目視観察 事業対象地 毎日 施工業者 

騒音・振動 騒音・振動 機器測定 
水源地敷地境

界、沿道 
月 2 回 施工業者 

水象 濁水、流況変化 目視確認 事業対象地 毎日 施工業者 

河川 汚濁状況 目視観察 事業対象地 毎日 施工業者 

地下水 

井戸水位、pH、

電気伝導度、濁

度、色、臭い、

大腸菌 

測定、目視観察 水源周辺井戸 月 1 回 施工業者 

交通・生活施

設 
交通渋滞 
井戸利用 

目視確認 
ヒアリング 

事業対象地 月１回 
施工業者 

CRIDA 

水利権 水利権 ヒアリング 事業対象地 適宜 CRIDA 

公衆衛生 
pH、電気伝導

度、濁度、色、

臭い、大腸菌 

採水分析（上記「地

下水」に兼ねる） 
水源周辺井戸 月 1 回 施工業者 

労働環境 
安全衛生管理 
実施状況 

工事進捗月報の確認 事業対象地 月 1 回 施工業者 

事故 
安全衛生管理 
実施状況 

工事進捗月報の確認 事業対象地 月 1 回 施工業者 

表 2.7 モニタリング計画（供用後） 

影響項目 項目 モニタリング方法 地点 時期・頻度 責任機関 

騒音・振動 騒音・振動 測定、ヒアリング 水源周辺 年 4 回 AUWSSC 

地下水 

井戸水位、

pH、電気伝導

度、濁度、

色、臭い、大

腸菌 

測定、目視観察 水源周辺井戸 年 4 回 AUWSSC 

地盤沈下 地盤高 測定 水源周辺 年 4 回 AUWSSC 

 

2-2-3-2 用地取得・住民移転 

(1) 用地取得・住民移転の必要性（代替案の検討）枠組み  

各コンポーネントに係る用地取得状況の概要は以下のとおりである。また、それらを

一覧表にして許認可状況とともに表 2.8にまとめる。CRIDAは、本計画の開始に先駆け、

用地取得及び関連機関からの占用・工事許可の取得を了している。
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表 2.8 用地取得、許認可状況 
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(2) 用地取得・住民移転に係る法的枠組み 

アフガニスタン国には住民移転に係る具体的な法制度が存在しなかったが、近年、土

地に関する法制度が導入されてきている。2004 年に批准されたアフガニスタン国憲法で

は、補償と移転に関連する条文が含まれている。2008 年に制定された Land Management 

Raw は、土地所有権、土地借用等について規定している。また、2009 年に制定された Land 

Acquisition Law では、個人の土地取得について規定している。 

パーセル 1 開発に係る EIA に付属する住民移転計画（Resettlement Action Plan、以下

RAP という）2では、上記の法律の他に、JICA ガイドラインや世銀の OP4.12 も参照して

いる。 

現在の送水管ルートを含めた事業サイトにおいて、商店等の既存施設はなく、住民移

転の可能性はない。 

 

(3) 住民協議  

住民移転の必要はないものの、工事期間、内容等、事業の説明は必要である。 

当初計画のステークホルダー会議で、概略が説明されており、事業についての基本合

意は得られており、2017 年 11 月の揚水試験時に関係者に対して再度事業概要を説明済

みである。 

 

2-2-3-3 その他 

(1) モニタリングフォーム 

本計画で想定する環境影響に対するモニタリングフォームを表 2.9 及び表 2.10 に示

す。 

  

                                                   
 
2 Kabul New Cit y Parcel-1 Project Resettlement Action Plan (Draft), April 2012, DCDA 
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表 2.9 モニタリングフォーム（工事中） 

モニタリングは、環境レビューによって JICA によるモニタリングが必要と判断された項

目について、プロジェクト実施主体者が測定値等を JICA に定期的に提出することで行う。

提出にあたっては、以下モニタリングフォームを必要に応じ参照する。 

モニタリング項目、頻度、方法等について、プロジェクトの実施段階やライフサイクル（建

設フェーズと操業フェーズなど）に留意して決定する。 

1. 許認可・住民説明 

モニタリング項目 報告期間中の状況 

第 1 回ステークホルダー会議にて住民より

要求された事項への返答（道路の改良、井戸

水の利用） 

 

住民からのコメントの内容と数  

 

2. 汚染対策 

－騒音・振動 

項目（単
位） 

測定値 
（平均値） 

測定値 
（最大値） 現地基準 

参照した 
国際的基準 
（環境省, 日

本） 

備考 
（測定場
所、頻度、
方法等） 

騒音レベル
(dB) 

   60 (6AM-10PM) 
50 (10PM-6AM) 水源地 

   70 (6AM-10PM) 
65 (10PM-6AM) 沿道 

振動レベル 
(dB) 

   65 (6AM-10PM) 
60 (10PM-6AM) 水源地 

   70 (6AM-10PM) 
65 (10PM-6AM) 沿道 

参考：振動レベルの基準については、水源地対象として建設時の振動レベル、沿道対象とし
て道路交通振動レベルを参照した（いずれも東京都の条例）。 
 

－水質（周辺水域環境測定値） 

項目（単位） 測定値 
（平均値） 

測定値 
（最大値） 現地基準 

参照した 
国際的基準 

(WHO) 

備考 
（測定場
所、頻度、
方法等） 

pH (-)    6.5-8.5 既存井戸 

電気伝導度    - 同上 

濁度（NTU）    5NTU 同上 

色・臭い    - 同上／目視 

大腸菌 
(MPN/100mL)    検出されな

いこと 同上 

出典：Guidelines for Drinking-water Quality, Fourth Edition, WHO 
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－水象（河川、井戸） 

地点 単位 測定日１ 測定日 2 測定日 3 測定日 4 年平均 

川 cm      

井戸 1 cm      

井戸 2 cm      

井戸 3 cm      

井戸 4 cm      

井戸 5 cm      

井戸 6 cm      

井戸 7 cm      

井戸 8 cm      

注：水位は同じ基準点上表示にすること。 
 

－地盤沈下 

地点 単位 測定日１ 測定日 2 測定日 3 測定日 4 年平均 

地盤高 1 cm      

地盤高 2 cm      

地盤高 3 cm      

地盤高 4 cm      

地盤高 5 cm      

注：地盤高は同じ基準点上表示にすること。 
 

－廃棄物 

日程 内容 量(m3) 処理の方法 

第 1 日目    

第 2 日目    

第 3 日目    

. 

.    
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3. 社会環境 

－生活・生計 

モニタリング項目 報告期間中の状況 

水利用（井戸）  

公衆衛生  

労働環境  

事故  
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表 2.10 モニタリングフォーム（供与後） 

モニタリングは、環境レビューによって JICA によるモニタリングが必要と判断された項

目について、プロジェクト実施主体者が測定値等を JICA に定期的に提出することで行う。

提出にあたっては、以下モニタリングフォームを必要に応じ参照する。 

モニタリング項目、頻度、方法等について、プロジェクトの実施段階やライフサイクル（建

設フェーズと操業フェーズなど）に留意して決定する。 

 

1. 許認可・住民説明 

モニタリング項目 報告期間中の状況 

住民からのコメントの内容と数  

 

2. 汚染対策 

－騒音・振動 

項目（単
位） 

測定値 
（平均値） 

測定値 
（最大値） 現地基準 

参照した 
国際的基準 
（環境省, 日

本） 

備考 
（測定場
所、頻度、
方法等） 

騒音レベル
（dB）    60 (6AM-10PM) 

50 (10PM-6AM) 水源地 

振動レベル 
（dB）    65 (6AM-10PM) 

60 (10PM-6AM) 水源地 

参考：振動レベルの基準については、東京都条例の住宅地の振動レベルを参照した。 
 

－水質（周辺水域環境測定値） 

項目（単位） 測定値 
（平均値） 

測定値 
（最大値） 現地基準 

参照した 
国際的基準 

(WHO) 

備考 
（測定場
所、頻度、
方法等） 

pH (-)    6.5-8.5 既存井戸 

電気伝導度    - 同上 

濁度（NTU）    5NTU 同上 

色・臭い    - 同上／目視 

大腸菌 
(MPN/100mL)    検出されな

いこと 同上 

出典：Guidelines for Drinking-water Quality, Fourth Edition, WHO 
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－水象（河川、井戸） 

地点 単位 測定日１ 測定日 2 測定日 3 測定日 4 年平均 

川 cm      

井戸 1 cm      

井戸 2 cm      

井戸 3 cm      

井戸 4 cm      

井戸 5 cm      

井戸 6 cm      

井戸 7 cm      

井戸 8 cm      

注：水位は同じ基準点上表示にすること。 
 

－地盤沈下 

地点 単位 測定日１ 測定日 2 測定日 3 測定日 4 年平均 

地盤高 1 cm      

地盤高 2 cm      

地盤高 3 cm      

地盤高 4 cm      

地盤高 5 cm      

注：地盤高は同じ基準点上表示にすること。 
 

3. 社会環境 

－生活・生計 

モニタリング項目 報告期間中の状況 

水利用（井戸）  

公衆衛生  
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(2) 環境チェックリスト 

分
類 環境項目 主なチェック事項 

Yes: Y 

No: N 

具体的な環境社会配慮 

（Yes/No の理由、根拠、緩和策等) 

１ 

許
認
可
・
説
明 

(1)EIA 及び環境

許認可 

(a) 環境アセスメント報告書（EIA レポート)等は作成済みか。 

(b) EIA レポート等は当該国政府により承認されているか。 

(c) EIA レポート等の承認は付帯条件を伴うか。付帯条件がある

場合は、その条件は満たされるか。 

(d）上記以外に、必要な場合には現地の所管官庁からの環境に関

する許認可は取得済みか。 

(a)Y 

(b)Y 

(c)Y 

(d)N 

(a)IEE が DCDA により作成され NEPA に提出済み。 

(b)NEPA が承認済み。 

(c)同上。付帯条件はないものと思われる。 

(d)特になし。 

(2)現地ステーク

ホルダーへの説

明 

(a) プロジェクトの内容及び影響について、情報公開を含めて現

地ステークホルダーに適切な説明を行い、理解を得ているか。 

(b) 住民等からのコメントを、プロジェクト内容に反映させた

か。 

(a)Y 

(b) N 

(a)プロジェクトについての説明と合意は終了してい

る。 

(b)民間事業者が地権者から合意取り付け済み。 

(3)代替案の検討 
(a) プロジェクト計画の複数の代替案は（検討の際、環境・社会

に係る項目も含めて）検討されているか。 

(a)Y (a)代替水源については、調査済みである。 

２ 

汚
染
対
策 

(1)大気質 

(a) 消毒用塩素の貯蔵設備、注入設備からの塩素による大気汚染

はあるか。 

(b) 作業環境における塩素は当該国の労働安全基準等と整合する

か。 

(c) 通行車両等から排出される大気汚染物質による影響はある

か。当該国の環境基準等と整合するか。 

(d) ルート付近において大気汚染状況が既に環境基準を上回って

いる場合、プロジェクトが更に大気汚染を悪化させるか。大気

質に対する対策は取られるか。 

(a)N 

(b)Y 

(c)Y 

(d)N 

(a)施設は、閉鎖系である。また低濃度であるため、

特段の措置は必要ない。 

(b)要確認。 

(c)大気汚染物質は建設中に工事器械/車両から一時的

に排出される可能性があるが、排出の削減対策は考慮

される。 

(d)影響は工事中の一時期に限られる。 

(2)水質 

(a) 施設稼働に伴って発生する排水の SS、BOD、COD、pH 等の

項目は当該国の排水基準等と整合するか。 

(b) 盛土部、切土部等の表土露出部からの土壌流出によって下流

水域の水質が悪化するか。 

(c) 路面からの流出排水が地下水等の水源を汚染するか。 

(a)N 

(b)N 

(c)N 

(a)それらを排出する施設はない。 

(b)河川水は時期的、空間的に限られており、影響は

ないと考えられる。 

(c)同上 
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分
類 環境項目 主なチェック事項 

Yes: Y 

No: N 

具体的な環境社会配慮 

（Yes/No の理由、根拠、緩和策等) 

(3)廃棄物 

(a) 施設稼働に伴って発生する汚泥等の廃棄物は当該国の規定に

従って適切に処理・処分されるか。 

(b) パーキング/サービスエリア等からの廃棄物は当該国の規定に

従って適切に処理・処分されるか。 

(a)N 

(b)Y 

(a)それらを排出する施設はない。 

(b)工事による残土は指定された処分場へ運搬され

る。 

(4)騒音・振動 

(a) ポンプ施設等からの騒音・振動は当該国の基準等と整合する

か。 

(b) 通行車両による騒音・振動は当該国の基準等と整合するか。 

(a)Y 

(b)Y 

(a)要確認。 

(b)工事中に監視される。 

(5)地盤沈下 

(a) 大量の地下水汲み上げを行う場合、地盤沈下が生じる恐れが

あるか。 

(a)N (a)事前調査では、地盤沈下は考えられないが、監視

は行われる。 

 

３ 

自
然
環
境 

(1)保護区 
(a) サイトは当該国の法律・国際条約等に定められた保護区内に

立地するか。プロジェクトが保護区に影響を与えるか。 

(a)N (a)事業地周辺には保護区はない。 

(2)生態系 

(a) サイトは原生林、熱帯の自然林、生態学的に重要な生息地

（珊瑚礁、マングローブ湿地、干潟等）を含むか。 

(b) サイトは当該国の法律・国際条約等で保護が必要とされる貴

重種の生息地を含むか。 

(c) 生態系への重大な影響が懸念される場合、生態系への影響を

減らす対策はなされるか。 

(d) プロジェクトによる取水（地表水、地下水）が、河川等の水

域環境に影響を及ぼすか。水生生物等への影響を減らす対策は

なされるか。 

(e) 未開発地域に道路を建設する場合、新たな地域開発に伴い自

然環境が大きく損なわれるか。 

(a)N 

(b)N 

(c)N 

(d)N 

(e)N 

(a)当該の生息域は存在しない。 

(b)同上。 

(c)生態系への重大な影響は考えられない。 

(d)事前調査結果からは考えられないが、監視は行わ

れる。  

(e)小面積について新しく開発されるが、乾燥地であ

り、重要な自然環境は存在しない。 

(3)水象 
(a) プロジェクトによる取水（地下水、地表水）が地表水、地下

水の流れに悪影響を及ぼすか。 

(a)N (a)事前調査結果からは考えられないが、監視は行わ

れる。 
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分
類 環境項目 主なチェック事項 

Yes: Y 

No: N 

具体的な環境社会配慮 

（Yes/No の理由、根拠、緩和策等) 

４ 

社
会
環
境 

(1)住民移転 

(a) プロジェクトの実施に伴い非自発的住民移転は生じるか。生

じる場合は、移転による影響を最小限とする努力がなされる

か。(b) 移転する住民に対し、移転前に補償・生活再建対策に関

する適切な説明が行われるか。(c) 住民移転のための調査がなさ

れ、再取得価格による補償、移転後の生活基盤の回復を含む移

転計画が立てられるか。(d) 補償金の支払いは移転前に行われる

か。(e) 補償方針は文書で策定されているか。(f) 移転住民のう

ち特に女性､子供､老人､貧困層､少数民族・先住民族等の社会的

弱者に適切な配慮がなされた計画か。(g) 移転住民について移転

前の合意は得られるか。(h) 住民移転を適切に実施するための体

制は整えられるか。十分な実施能力と予算措置が講じられる

か。(i) 移転による影響のモニタリングが計画されるか。(j) 苦情

処理の仕組みが構築されているか。 

(a)N(b)N(c)

N(d)N(e)N(f

)N(g)Y(h)Y(

i)Y(j)Y 

(a)既存施設はない。 

(b～f)移転、補償はない。 

(g)必要な場合、行われる。 

(h)専門部署が対応に当たる。 

(i)同上。 

(j)同上。 

(2)生活・生計 

(a) プロジェクトにより住民の生活に対し悪影響が生じるか。必

要な場合は影響を緩和する配慮が行われるか。 

(b) プロジェクトによる取水（地表水、地下水）が、既存の水利

用、水域利用に影響を及ぼすか。 

(a)N 

(b)N 

(a)住民への大きな悪影響はない。地下水位等は監視

される。水道管敷設後に道路面が整地されるので、正

の影響が考えられる。 

(b)事前調査結果からは考えられないが、既存井戸に

ついての水位の監視は行われる。 

(3)文化遺産 

(a) プロジェクトにより、考古学的、歴史的、文化的、宗教的に

貴重な遺産、史跡等を損なう恐れはあるか。また、当該国の国

内法上定められた措置が考慮されるか。 

(a)N (a)事業地周辺には、考古学的、歴史的、文化的、宗

教的に貴重な遺産、史跡等は存在しない。 

(4)景 観 
(a) 特に配慮すべき景観が存在する場合、それに対し悪影響を及

ぼすか。影響がある場合には必要な対策は取られるか。 

(a)Y (a)高架式の圧力調整池が計画されているが、周辺の

景観との調和を考慮して設計される。 

(5)少数民族、先

住民族 

(a) 当該国の少数民族、先住民族の文化、生活様式への影響を軽

減する配慮がなされているか。 

(b) 少数民族、先住民族の土地及び資源に関する諸権利は尊重さ

れるか。 

(a)Y 

(b)Y 

(a)少数民族、先住民族の文化、生活様式への影響は

ないと考えられる。 

(b)同上。 
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分
類 環境項目 主なチェック事項 

Yes: Y 

No: N 

具体的な環境社会配慮 

（Yes/No の理由、根拠、緩和策等) 

(6)労働環境 

(a) プロジェクトにおいて遵守すべき当該国の労働環境に関する

法律が守られるか。 

(b) 労働災害防止に係る安全設備の設置、有害物質の管理等、プ

ロジェクト関係者へのハード面での安全配慮が措置されている

か。 

(c) 安全衛生計画の策定や作業員等に対する安全教育（交通安全

や公衆衛生を含む）の実施等、プロジェクト関係者へのソフト

面での対応が計画・実施されるか。 

(d) プロジェクトに関係する警備要員が、プロジェクト関係者・

地域住民の安全を侵害することのないよう、適切な措置が講じ

られるか。 

(a)Y 

(b)Y 

(c)Y 

(d)Y 

(a)環境管理計画にて考慮される。 

(b)同上。 

(c)同上。 

(d)同上。 

５ 

そ
の
他 

(1)工事中の影響 

(a) 工事中の汚染（騒音、振動、濁水、粉じん、排ガス、廃棄物

等）に対して緩和策が用意されるか。(b) 工事により自然環境

（生態系）に悪影響を及ぼすか。また、影響に対する緩和策が

用意されるか。(c) 工事により社会環境に悪影響を及ぼすか。ま

た、影響に対する緩和策が用意されるか。(d) 工事による道路渋

滞は発生するか、また影響に対する緩和策が用意されるか。 

(a)Y(b)Y(c)

Y(d)Y 

(a)環境管理計画にて考慮される。 

(b)同上。 

(c)同上。 

(d)同上。 

(2)モニタリング 

(a) 上記の環境項目のうち、影響が考えられる項目に対して、事

業者のモニタリングが計画・実施されるか。 

(b) 当該計画の項目、方法、頻度等はどのように定められている

か。 

(c) 事業者のモニタリング体制（組織、人員、機材、予算等とそ

れらの継続性）は確立されるか。 

(d) 事業者から所管官庁等への報告の方法、頻度等は規定されて

いるか。 

(a)Y 

(b)Y 

(c)Y 

(d)Y 

(a)環境管理計画にて考慮される。 

(b)同上。 

(c)同上。 

(d)同上。 
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分
類 環境項目 主なチェック事項 

Yes: Y 

No: N 

具体的な環境社会配慮 

（Yes/No の理由、根拠、緩和策等) 

６ 

留
意
点 

他の環境チェッ

クリストの参照 

(a) 必要な場合は、ダム、河川に係るチェックリストの該当チェ

ック事項も追加して評価すること。 

(a)Y (a)「道路」のチェックリストの一部を追加した。 

環境チェックリ

スト使用上の注

意 

(a) 必要な場合には、越境または地球規模の環境問題への影響も

確認する（廃棄物の越境処理、酸性雨、オゾン層破壊、地球温

暖化の問題に係る要素が考えられる場合等）。 

(a)N (a)影響は考えられない。 

 注1) 表中『当該国の基準』については、国際的に認められた基準と比較して著しい乖離がある場合には、必要に応じ対応策を検討する。 

 当該国において現在規制が確立されていない項目については、当該国以外（日本における経験も含めて）の適切な基準との比較により検討を行う。 

 

注 2) 環境チェックリストはあくまでも標準的な環境チェック項目を示したものであり、事業及び地域の特性によっては、項目の削除または追加を行う必

要がある。 
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第 3 章 プロジェクトの内容 

3-1 プロジェクトの概要 

3-1-1 上位目標とプロジェクトの目的 

アフガニスタン国は、急激な首都圏人口の増加と住宅地等の不足を解消するため、首都カブー

ル市の北方に隣接する地域に新都市を設置する計画をしている。しかし、同初期開発地（パーセ

ル 1、830ha、計画人口 42,000 人）の一帯には、既存上水道施設のみならず、上水道に必要な能力

を持つ水源がなく、地域外の水源から送水する必要があり、2015 年までに同地区に上水道施設整

備することを進めていた。この開発事業を給水施設整備により支援するために、日本国政府とア

フガニスタン国政府は、2013 年 2 月に、無償資金協力「デサブ南地区給水施設整備計画」に係る

交換公文（E/N）及び贈与契約（G/A）を締結した。 

しかしながら、給水対象地区であるパーセル 1 において、地元地権者との間で用地取得の問題

が生じるとともに、民間事業者による地域開発事業の着工が E/N・G/A 締結後も確認できなかっ

たことから、調達代理機関である UNOPS 及びアフガニスタン国政府と協議した結果、調達代理

契約の締結を問題解決まで見合わせることとなった。 

その後、パーセル 1 の土地問題が解決する見込みが立たないため、2016 年 4 月にパーセル 1 の

南方に位置するパーセル 2.2 へ事業サイトを変更することが CRIDA から要請された。パーセル

2.2 はアフガニスタン国政府から先行開発モデル地区として指定されており、大半の地権者から都

市開発事業への参画に係る合意を取り付け、CRIDA 及び民間事業者がインフラ整備及び宅地開発

を進めているが、給水システムは未整備であり、パーセル 1 検討時と同様に無償資金協力を通じ

た施設整備が必要となっている。 

この背景下、本計画は原計画をレビューし、同初期開発地（パーセル 2.2）に必要な水源の開発、

取水/送水施設及び主要な配水施設を整備し、同初期開発地に必要な水道水を確保することを目的

とする。 

 

3-1-2 プロジェクトの概要 

本事業化調査では、当初パーセル 1 向けに検討された、生産井（2 ヶ所）、配水池、送水ポンプ

施設、送水幹線、圧力調整池及び主要配水本管の建設のうち、パーセル 2.2 への給水に際して変更

が必要となる一部施設の概略設計を見直し、概略事業費を算出した。その結果、一部施設及び機

材（送水ポンプ、送配水管等）の設計・仕様・数量は変更となったものの、対象施設は当初概略設

計から変更はない。 

また、概略設計の見直しに際して、当初計画段階では考慮されていた新規水源開発に係る現在

の見通しを踏まえ、2025 年における計画給水量（一人一日最大給水量）を当初計画の 150LCD か

ら 92LCD に変更した。 

 

3-2 協力対象事業の概略設計 

3-2-1 設計方針 

3-2-1-1 基本方針 

協力対象事業は、初期開発地（パーセル 2.2）に必要な上水道水を配水することを目標にしてい
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る。また、必要な水源のうち、計画一日最大揚水量で 5,000m3/日の水源がポレシャルヒ地区に確

保されている。この背景下、以下を基本方針とする。 

(1) 協力対象地域 

給水サービスの裨益地は、パーセル 2.2 とする。施設建設のサイトは、ポレシャルヒに確保

されている生産井・配水池・送水ポンプ施設用地、パーセル 2.2 脇の圧力調整池（送水先）用

地及び施設間の導・送水に必要な既存道路及びパーセル 2.2 建設予定地とする。 

(2) 計画給水人口 

CRIDA の 2025 年計画である 54,492 人とする。 

(3) 計画給水量 

当初計画では、カブール首都圏都市計画マスタープランで設定されている計画一人一日給水

量である 150LCD を施設計画の基本とした（計画一日最大給水量 8,190m3/日に相当）。しかし

ながら、同計画はポレシャルヒ井戸以外の新規水源開発を前提としたものであり、CRIDA と協

議した結果、現時点では新規水源開発の見通しは立っていないことから、ポレシャルヒ井戸水

源で確保されている計画一日最大揚水量 5,000m3/日を基準に計画する方針とした。その結果、

計画一人一日給水量は 92LCD となる（計画一日最大給水量 6,517 m3/日に相当）。 

(4) 施設建設の範囲 

協力対象事業は、水源での取水施設、配水池、送水ポンプ施設、送水幹線、圧力調整池及び

主要配水本管とする。街路等に敷設する枝管は、街区・宅地整備とともに民間開発事業者の費

用負担で整備される。 

 

3-2-1-2 自然環境条件に対する方針 

アフガニスタン国は地震国の一つに数えられる。したがって、地震への構造的配慮を必要とす

る。また、プロジェクト対象地は、冬季に積雪があり、気温は氷点下になる。したがって、積雪へ

の構造的配慮及び低温への配慮が必要である。 

 

3-2-1-3 社会経済条件に対する方針 

可能な限り、反政府勢力の攻撃対象になりやすい露出配管等を避ける。露出する場合には、コ

ンクリート等での保護を講じる。同時に、配水池等の施設用地は、コンクリート等の堅固な構造

で保護する必要があるため、協力対象事業として整備する。 

圧力調整池の予定地は、まだ電化が進んでいないため、電力を必要としない構造及び施設操作

方法とする。ただし、将来的に電力を必要とする計器類の設置が可能な設計とする。 

 

3-2-1-4 建設事情/調達事情に対する方針 

アフガニスタン国では、国際機関等のドナーが実施する建設工事が盛んであり、国内の建設業

者や基本的な建設材料の市場が育ってきている。道路舗装、上水道管の敷設、一般のコンクリー

ト構造物等の建設業者・材料の調達が可能である。したがって、一般建設材料や施設建設業者調

達のために、特段の配慮は必要ない。 

本件の工事で必要と考えられる材料のうち、管材やコンクリート製品等の多くは、現地で製造

されており、現地調達が可能である。しかし、ポンプ設備等の機電材料の多くは、輸入または輸

入済み製品の調達を必要とする。したがって、現地調達材料での施設建設にこだわらず、輸入材
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料も活用対象とした計画をする。 

現地には、鉄を材料にした金属加工工場等が立地する。したがって、加工した鋼材等の入手は

可能である。しかし、鋼製タンクのような二次製品を十分な経験と実績の元で販売する工場はな

い。したがって、貯水タンク等の構造を、一般的な鉄筋コンクリートにする。 

 

3-2-1-5 現地業者の活用に係る方針 

前項で述べたように、現地の建設業者や材料商社の活用が可能である。したがって、現地業者

でも工事しやすい仕様に配慮する。 

 

3-2-1-6 運営・維持管理に対する方針 

CRIDA と AUWSSC は、新都市の上下水道事業運営を「AUWSSC が実施する」と合意している。

施設建設までを CRIDA 主導で実施し、建設後に施設を AUWSSC へ移管した上で、AUWSSC が

上下水道事業を実施する。 

AUWSSC は、運営・維持管理財政の面で厳しい状況に置かれている。また、低賃金を理由にし

た離職が見られ、技術者や熟練作業員の確保が容易な状況ではない。したがって、操作が簡易な

仕組みで施設を構成する。特に、トラブルの際に修理が難しい電気信号や電子式の操作システム

について、必要最小限に留める。 

 

3-2-1-7 施設・機材のグレード設定に係る方針 

本件で必要とする施設は、一般のコンクリート構造物、上水道管路、井戸や送水のポンプ設備

等の汎用的なもので構成される。特に、グレード選定に配慮が必要なものはない。 

 

3-2-1-8 工法/調達方法、工期に係る方針 

本件は、国連プロジェクト・サービス（以下、UNOPS）を調達代理機関にすることが想定され

ている。したがって、UNOPS の施工監理計画や発注方式を考慮した計画にする。 

 

3-2-2 基本計画 

3-2-2-1 全体計画 

本計画における施設の範囲は、図 3-1 に示す水源での取水施設、配水池、送水ポンプ施設、送

水幹線、圧力調整池及び主要配水管とする。圧力調整池は、配水のための必要水頭確保のため高

架水槽とする。当該地に大型高架水槽を建設することは構造的かつ用地確保の観点から困難であ

り、コスト縮減の観点から取水施設付近に配水池・送水ポンプ施設を建設するものとする。これ

により、配水池は将来カブール市への転用も可能な施設となる。各計画施設の内容を表 3.1 に示

す。 
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図 3-1 協力対象事業計画図 

表 3.1 協力対象事業の内容 

施設名 構成要素 規模 

1. ポレシャルヒ井戸ステーション 

① 生産井 

（PW-1, PW-2） 

深井戸、水中ポンプ、電

気設備 

生産井：2 本（うち 1 本は既存の試験井） 

ポンプ揚水量：2,500m3/日 x 2 台、ポンプ揚程：

23m、電気設備：1 式 

② 導水管 導水管敷設 延長 1.6km、呼び径 250mm、180mm、HDPE 管 

③ 配水池・送水ポン

プ施設 

配水池（R-Well） 1 箇所、1,700m3 （=850m3 x 2 池）、鉄筋コンク

リート造 

送水ポンプ、電気設備 ポンプ送水量：1.7m3/分 x 3 台（常用）、1 台予

備、ポンプ揚程 101m、電気設備：1 式 

消毒施設 さらし粉溶解槽、さらし粉溶液注入ポンプ：1

式 

④ 観測井 深井戸 観測井：4 本 

⑤ 維持管理設備 管理棟等 管理棟（薬品室、電気室、ポンプ室、事務室）：

1 棟、鉄筋コンクリート造、 

施設管理員詰所、流量・水質計測装置、維持管

理用道工具等：1 式 

2. 管路 送配水管 延長 33.1km、呼び径 125～500mm、HDPE 管

（道路整備は含まない） 

3. 圧力調整池 高架水槽（R-P2.2） 1 箇所、400m3 （=400m3 x 1 池）、鉄筋コンク

リート造 
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3-2-2-2 設計条件等 

(1) 計画水質 

アフガニスタン国独自の飲料水基準はなく、WHO の基準が適用されている。したがって、

本計画でも、WHO の飲料水基準に基づき設計・事業管理をする。地下水 SP で試験井を対象に

水質試験を実施し、上水道原水の適性が確認された。表 3.2 及び表 3.3 に同試験結果の抜粋を

示す。 

表 3.2 水質検査結果一覧 

項目 単位 TW-1 TW-2 WHO 第 4 阪ガイドライン値 

水温 ℃ 25.0 20.8 - 

pH - 7.7 7.6 6.5-8.5 

Electrical Conductivity (EC) 
μ

lectrical 
C 

800 950 - 

DO mg/l 6.2 4.8 - 

COD mg/l 2 2 - 

BOD mg/l 2 2 - 

Anionic Surfactant mg/l 0.05 0.10 < 0.2 mg/l（水道水質基準） 

Coiforms CFU/ml 15 0 
検出されない事（水道水質基準） 
Coliform detection paper による 

 CFU/ml 26 0 
検出されない事（水道水質基準） 
EC-plate による 

Fecal Coliform （E. Coli） CFU/ml 0 0 検出されない事（水道水質基準） 

Standard Plate Count Bacteria CFU/ml 14 120 - 

Turbidity NTU 0.5 0.5 < 5 NTU 

Alkalinity 
mg/l as 
CaCO3 

210 320 - 

Bicarbonate （HCO3
-） mg/l 256 390 - 

Ammonia （NH3） 
mg/l as 
NH3-N 

0.05 0.03 - 

Nitrate （NO2
-） 

mg/l as 
NO2-N 

0.003 0.004 < 3mg/l（短期曝露） 

Nitrite （NO3
-） 

mg/l as 
NO3-N 

7.0 8.1 < 50 mg/l（短期曝露） 

Hardness 
mg/l as 
CaCO3 

450 480 - 

Sodium （Natrium）（Na+） mg/l 75 62 < 50 mg/l 

Potassium （K+） mg/l 3.5 1.5 - 

Magnecium （Mg2+） 
mg/l as 
CaCO3 

285 295 - 

Calcium （Ca2+） 
mg/l as 
CaCO3 

165 185 - 

Iron, Total （T-Fe） mg/l 0.02 0.02 < 0.3 mg/l 

Manganese （Mn2+） mg/l 0.2 1.1 < 0.4 mg/l 

Chloride （Cl-） mg/l 87.5 62.5 < 250 mg/l 

Sulfate （SO4
2-） mg/l 140 160 < 500 mg/l 
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項目 単位 TW-1 TW-2 WHO 第 4 阪ガイドライン値 

Fluoride （F-） mg/l 0.34 0.40 < 1.5 mg/l 

Arsenic （As） mg/l 0.000 0.000 < 0.01 mg/l 

※水質試験結果は地下水 SP 報告書より抜粋 

表 3.3 重金属試験結果一覧 

項目 単位 TW-1 TW-2 WHO 第 4 阪ガイドライン値 

Cadmium mg/l <0.001 <0.001 < 0.003 mg/l 

Cyan, Total mg/l 検出されず < 0.0006 mg/l 

Lead mg/l <0.005 <0.005 < 0.01 mg/l 

Chromium （VI） mg/l <0.01 <0.01 < 0.05 mg/l 

Arsenic mg/l <0.005 <0.005 < 0.01 mg/l 

Mercury, Total mg/l <0.0005 <0.0005 < 0.006 mg/l 

Selenium mg/l <0.002 <0.002 < 0.04 mg/l 

Fluoride mg/l 0.40 0.38 < 1.5 mg/l 

Boron mg/l 0.15 0.15 < 2.4 mg/l 

※水質試験結果は地下水 SP 報告書より抜粋 

 

(2) 計画水量 

原計画の諸元を見直した結果、本計画の施設設計に使用する計画水量を表 3.4 のように定義

する。 

表 3.4 計画水量の整理 

項目 数値 単位 適用施設  

計画一人一日給水量 92 L/人/日  a. 

計画給水人口 54,492 人  b. 

計画一日最大揚水量 5,000 m3/日 配水池容量 c. =d x 2 

計画一日最大揚水量 2,500 m3/日 （1 井当たり） d. 

計画一日最大揚水量 1.8 m3/分 導水管径、井戸ポンプ仕様 e. =d 

日変動係数※変 1.3 -  f. 

時間係数※間 1.4 -  h. 

計画一日最大給水量 6,517 m3/日 圧力調整池容量 i.=a x b x f 

計画時間最大送水量 1.7 m3/分 送水ポンプ仕様（1 台当たり） j. =c x h /3 

計画時間最大送水量 5.1 m3/分 送水管径（送水ポンプ 3台同時運転） k. =j x3 

計画時間最大配水量 9,124 m3/日 配水管径 l. =i x h 

※1: MP より。 

※り。 時間係数は日本の水道施設設計指針に基づき、以下のとおり算出される。 

時間係数（K） = 2.7445 x （Q/24）-0.0726 

ここに、Q: 日最大給水量（m3/日） 

2025 年における新都市の計画給水人口は 1.5 百万人（MP より）より、 

Q = 150LCD x 1.3 x 1.5 x 106 = 292,500 m3/日 
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よって、時間係数(K)を 1.4 とする。 

K=2.7445 x (292,500/24)-0.0726=1.386 ≒1.4 

 

(3) 地震荷重 

アフガニスタン国では通常、震度法による設計を行っているが、明確な基準は整備されてい

ない。しかし、アフガニスタン国では、重要構造物の建築申請手続きの際、設計水平震度 Kh=0.3

程度見込むのが一般的である。以下のとおり、日本の建築基準と同等の値となっていることか

ら、Kh=0.3 として設計を実施する。 

 

Kh≧0.3 Zs I 

ここに、 

Kh : 設計水平深度 

Zs : 地震地域係数で 1.0 とする。 

I  : 用途係数で給水塔 1.0 を採用する。また、地上配水池及び管理棟も一体として機能す

るものであり、システム全体として 1.0 を採用する。 

（出典：容器構造設計指針同解説／日本建築学会） 

 

(4) 風荷重 

圧力調整池のように風の影響を受ける構造物については、風荷重を考慮する。 

アフガニスタン国における基準は明確に整備されていない。しかし、風荷重の考え方は、日

本の基準を参考に以下のとおりとする。 

 

P＝Q･C･A 

ここに、 

P : 風荷重 (kN) 

Q : 風圧力 KN/m2 

C : 風力係数 0.7 

A : 有効投影面積（m2） 

 

(5) 雪荷重 

雪荷重についても、アフガニスタン国における基準は明確になっていない。しかし、協力対

象地域は、冬季に積雪があることから、次のとおり雪荷重を設計に見込むものとする。 

 

S＝Ws があることか 

ここに、 

S: 積雪荷重 （kN） = 1 KN/ m2 

Ws : 雪の平均単位重量（多雪地域)）20 N/m2/cm 

Zs :  設計積雪深 50cm 

μ50cm 勾配による屋根形状係数 1.0 （勾配なし） 
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3-2-2-3 施設計画 

(1) ポレシャルヒ井戸ステーション建設計画 

原計画をレビューした結果、ポレシャルヒ井戸ステーションについては送水ポンプのみ仕様

を変更するが、その他の施設は原計画の施設計画を流用できることを確認した。 

(a) ポレシャルヒ井戸ステーションの配置 

DCDA は、地下水 SP の試験井を生産井として活用し、かつ送水施設を試験井に併設でき

るように、ポレシャルヒ井戸ステーションを図 3-2 のとおり計画した。 

 

 

図 3-2 ポレシャルヒ井戸ステーション配置図 

(b) ポレシャルヒ井戸ステーションの構成 

ポレシャルヒ井戸ステーションは、以下の施設から構成される。図 3-3 に井戸ステーショ

ンのシステムを示す。 

 生産井（＋井戸ポンプ）：2 井（PW-1, PW-2） 

 導水管：PW-1～R-Well, PW-2～R-Well 

 配水池（R-Well） 

 送水ポンプ施設 

 管理棟 

 観測井：4 本 
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図 3-3 ポレシャルヒ井戸ステーションシステム 

(c) 生産井 

JICA 地下水 SP の調査により、計画一日最大揚水量は 2,500m3/日/井である。生産井 No. 1 

（PW-1）は同調査の試験井を活用する。生産井 No. 2 （PW-2）は、同調査より井戸の干渉を

勘案し、PW-1 から 1km 以上離れたラジオ局東方に新設する。表 3.5 に生産井の概要を示す。 

なお、「デサブ南地区緊急給水計画」（2013 年）から時間が経過しているため、CRIDA は

2017 年 11 月に生産井 No.1 の揚水試験（資料-3（2）参照）を実施し、計画揚水量が確保され

ていることを確認した。 

表 3.5 生産井の概要 

種目 概要 

井戸数 2 本（PW-1, PW-2） 

計画一日最大揚水量 2,500m3/日/井 

ケーシング径、材質 10 インチ、SUS304 

井戸深 40m 

 

(d) 導水管及び井戸ポンプ 

i) 導水管 

現在、カブール市では様々な水道用の管材が使用されている。近年では、施工性、維持

管理性、経済性、汎用性の観点から、高密度ポリエチレン管（HDPE 管）が主流になりつ

つある。AUWSSC、CRIDA との協議を踏まえ、道路下に埋設する水道管は、HDPE 管とす

る。導水管の諸元は表 3.6 のとおりである。 

なお、管路敷設の最低土被りは、凍結深度 80cm を勘案し 1m とする。また、地質調査
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の結果、岩掘削にはならないと想定される。図 3-4 に導水管敷設標準横断図を示す。 

表 3.6 導水管の諸元 

種目 管種 管内径（mm） 管路長（m） 

生産井 No. 1 （PW-1） 
～配水池（R-Well） HDPE 153 

（呼び径 180） 90  

生産井 No. 2 （PW-2） 
～配水池（R-Well） HDPE 213 

（呼び径 250） 1,545  

 

 

図 3-4 導水管敷設標準横断図 

ii) 生産井 No. 1 （PW-1） 

図 3-5 に示すとおり、実揚程（PW-1 と R-Well の水位差）は 11.8m である。導水管に生

じる摩擦損失水頭は Hazan Williams 式により算出する。また、経年変化や干ばつの影響も

加味し、約 7m の水位変動の余裕を見込む。計算の結果、導水管径並びに井戸ポンプ規格

はそれぞれ、呼び径 180mm（HDPE 管）、全揚程 23m とする。 

iii) 生産井 No. 2 （PW-2） 

PW-2 と同様に、実揚程（PW-2 と R-Well の水位差）は 5.1m である。また、導水管に生

じる摩擦損失及び水位変動の余裕を勘案し、導水管径並びに井戸ポンプ規格はそれぞれ、

呼び径 250mm（HDPE 管）、全揚程 23m とする。 

井戸ポンプ及び導水管の概要は表 3.7 に示すとおりである。 

 

図 3-5 井戸ポンプ及び導水管水頭計算図 

 

生産井-2

WL=+1778.4 
(動水位)

WL=+1783.5
実揚程
: 5.1m

導水距離 : 約1545m

総揚程
: 23m

圧力勾配線

(管内摩擦損失: 9.1m)

実揚程
: 11.8m

総揚程
: 23m

生産井-1

WL=+1771.7 
(動水位)

導水距離 : 約90m
(管内摩擦損失: 3.5m)

圧力勾配線

配水池
(R-Well)
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表 3.7 井戸ポンプ及び導水管水頭計算表 

種目 揚水量 
（m3/分） 

ポンプ
数 管内径（mm） 管路長            

（m） 
実揚程              
（m） 

摩擦損
失水頭 
（m） 

全揚程         
（m） 

Water Intake 
Pump 

(Well-1) 
1.8 1 153 

(呼び径 180) 90  11.8 3.5 15.3 

Water Intake 
Pump 

(Well-2) 
1.8 1 213 

(呼び径 250) 1,545  5.1 9.1 14.2 

 

 [Hazen Williams 式] 

H = 10.666 x C-1.85 x D-4.87 x Q1.85 x L 

ここに、H: 摩擦損失水頭 （m） 

 C: 流速計数 （110：HDPE 管） 

 D: 管内径 （m）  

 Q: 流量 （m3/秒） 

 L: 管延長 （m） 

 

(e) 井戸ポンプの基本仕様 

各井戸ポンプの基本仕様は以下のとおりとする。 

i) 井戸ポンプ No. 1 （Well-1） 

 型式 : 水中深井戸ポンプ 

 台数 : 1 台 

 吐出能力 : 1.8 m3/sec 

 揚程 : 23 m 

 電動機 :水中電動機 

電圧仕様  : 400V x 50 Hz 

電動機出力 : 15 kW 程度 

ii) 井戸ポンプ No. 2 （Well-2） 

 型式 : 水中深井戸ポンプ 

 台数 : 1 台 

 吐出能力 : 1.8 m3/sec 

 揚程 : 23 m 

 電動機 :水中電動機 

電圧仕様  : 400V x 50 Hz 

電動機出力 : 15 kW 程度 

 

(f)  配水池: R-well   

i) 配水池容量 

配水池容量は、一日最大揚水量 5,000m3/日の 8 時間分とする。よって、以下の計算のと

おり 1,700 m3 とする。 

配水池容量 V （m3） = 5,000m3/日  /  24 時間  x  8 時間 

   = 1,666 m3 (≒1,700m3) 
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ii) 池数 

池数は維持管理を配慮し 2 池とする。よって、1 池あたり 850m3 とする。 

iii) 構造形式 

鉄筋コンクリート構造とする。 

 

(g) 管理棟の構成・構造形式 

管理棟は、薬注室、電気室、ポンプ室、事務室で構成される。鉄筋コンクリート構造とし、

露出管路等の凍結対策として、電気室を除く、薬注室、ポンプ室、事務室の壁に断熱材を使

用する。 

 

(h) 送水ポンプ施設 

i) 送水ポンプ及び送水管 

圧力調整池位置の変更にともない、図 3-6 に示すとおり、実揚程（送水ポンプと圧力調

整池 （R-P2.2）の水位差）は 77.6m となった。また、送水管に生じる摩擦損失水頭は Hazan 

Williams 式により算出する。計算の結果、送水管径並びに送水ポンプ規格はそれぞれ、呼

び径 500mm（HDPE 管）、全揚程 101m とする。 

送水ポンプ及び送水管の概要は表 3.8 に示すとおりである。 

 
図 3-6 送水ポンプ及び送水管水頭計算図 

表 3.8 送水ポンプ及び送水管水頭計算表 

送水量 
（m3/分） ポンプ数 管内径

（mm） 
管路長 
（km） 

実揚程              
（m） 

摩擦損失水頭 
（m） 

全揚程         
（m） 

5.1 3 426 
(呼び径 500) 14.3 77.6 21.7 101 

 

ii) ウォータハンマの検討 

送水ポンプから R-P2.2 までの送水管は、約 14km と長く縦断的にアップダウンを繰り返

す。このような距離及び地形上の特徴がある場合、管中の水柱分離に起因するウォータハ

ンマを引き起こす可能性があるため検討を行う。 

ウォータハンマを防ぐためには、管内の負圧を 7m 未満にすることが必要であり、その

対策として、ポンプの急停止を防止（滑らかに停止）することを目的とするフライホイー
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ルを設置する。 

図 3-7 は、慣性効果（GD2）が 44kg/cm2 のフライホイールを設置した場合のウォータハ

ンマの計算結果である。この時、管内に発生する負圧は 7m 未満になるため、ウォータハ

ンマは発生しない。したがって、フライホイールを設置する。 

 

図 3-7 ウォータハンマ検討図 

(i) 送水ポンプの基本仕様 

送水ポンプの基本仕様は以下のとおり。 

i) 送水ポンプ 

 型式 :多段渦巻ポンプ 

 台数 : 4 台（うち一台は予備） 

 吐出能力 : 1.7 m3/sec 

 揚程 : 101 m 

 ポンプ効率 : 65.0%以上 

ii) 送水ポンプ用電動機 

 型式 :三相誘導電動機 

 台数 : 4 台 

 電動機出力 : 55 kW 程度 

 使用環境 : 最高 50 ℃ 

 電圧仕様 : AC 400V x 50 Hz 

 

(j) 消毒施設 

AUWSSC は、カブール市内の施設で有効塩素濃度 30%の次亜塩素酸カルシウム（さら

し粉）を通常利用している。現地では、高度さらし粉や次亜塩素酸ナトリウム溶液の調達

が難しい。このため、さらし粉を水溶し、配水池の流入口に添加することを計画する。注

入率を最小 0.5mg/l、最大 3mg/l と仮定し、以下のとおり消毒施設を計画する。 

i) さらし粉溶解槽 

 形式 :円筒縦型解放槽 
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 数量 : 2 槽 

 呼び容量 : 1,000 L 

ii) さらし粉溶液注入ポンプ 

 型式 : 薬品用定量ポンプ 

 台数 : 2 基 

 吐出能力 : 360 mL/分 

 吐出圧力 : 約 1 MPa 

 電圧仕様 : 230V x 50 Hz 

 電動機出力 : 30 W 程度   

 

(k) 流量計 

各生産井からの揚水量を管理するため、2 基の超音波流量計をポレシャルヒ井戸ステーシ

ョン内に設置する。また、送水ポンプ施設からの送水量を管理するため 1 基の超音波流量計

を同様に施設内に設置する。 

 

(l) 観測井 

水源地域の地下水位管理を行うため、生産井周辺に観測井を 4 本設置する。表 3.9 に観測

井の概要を示す。 

表 3.9 観測井の概要 

種目 概要 

井戸数 4 本 

ケーシング径、材質 4 インチ、PVC 

井戸深 40m 

 

(2) 受電及び制御システム 

アフガニスタン国で供給される一般の電力は、周波数及び電圧の変動幅が大きく、頻繁に停

電が生じる。しかし、本計画に供給される電源は、隣接するラジオ局に設置されている変電所

からの専用電力であるため、一般の市内配電と異なり、安定した電力供給が見込まれる。した

がって、非常用発電機の必要性が低い。 

(a)  必要電力量 

送水ポンプ施設を含む各井戸ポンプ施設の運転に必要な電力は表 3.10 に示すとおりである。 

表 3.10 各施設における必要電力量 

No. 施設名 
必要電力量 

(kW) 

1 No.1 生産井（Well-1）及び送水ポンプ施設 220 

2 No.2 生産井（Well-2） 20 

  

(b) 中圧電力受電設備 

ポレシャルヒ井戸ステーション内に供給される電力の送電・受電設備は、アフガニスタン
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電力公社（DABS：Da Afghanistan Breshna Sherkat）の設計基準に準拠して計画される。井戸ス

テーション用に用意される電力は 10kV 中圧電力であり、既存の電柱より分岐され、生産井

No.1 及び生産井 No.2 に個別に供給される。10kV 電力はポンプ設備の運転に適する様に、各

生産井に設置される変圧器で 400V 低圧電力に降圧され、低圧分岐盤を介して各動力負荷へ

配電される。 

10kV 送電ルートを図 3-8 に、また受電盤とその用途を表 3.11 に示す。 

 

図 3-8 10kV 送電ルート図 

表 3.11 受電盤類 

No. 設置エリア 制御盤名称 用途 

1 生産井 No.1 

10kV 受電盤 
既存電柱から供給される 10kV 中圧電力を受電す
るための盤であり、送電系統での偶発的事故か
ら負荷設備を保護する機能持つ。 

変圧器 
（10kV/400V 降圧） 

10kV 電力を 400V まで降圧するための装置であ
る。 

400V 分岐盤 
変圧器により 400V に降圧された電力を受電し、
各負荷へ供給するための盤である。 

2 生産井 No.2 

柱状変圧器 
（10kV/400V 降圧） 

架空配電線路において電柱に設置され、10kV 電
力を 400V まで降圧するための装置である。 

400V 分岐盤 
変圧器により 400V に降圧された電力を受電し、
各負荷へ供給するための盤である。 

 

(c) 低圧受電と制御システム 

ポンプ施設及び照明設備は、400V 低圧電力による制御システムとして構築される。ポンプ

設備の運転に必要な主要制御盤とその用途を表 3.12 に示す。 

 

10kV 送電線（架空線）

既存10kV電柱

10kV 送電線（埋設線）

Overhead Electric Line
with Concrete Pole
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表 3.12 ポンプ設備運転に必要な主要制御盤類 

No. 制御盤名称 用途 

1 コントロールセンター 

各負荷への電力供給のため、配線用遮断器、接触器や継電器等

を組み合わせて一つのユニットに収め、多段積に集合した盤で

ある。 

2 井戸ポンプ機側操作盤 
井戸ポンプの機側操作を行う目的で各井戸に設置される現場操

作盤である。 

3 薬品注入制御盤 さらし粉溶液注入設備の制御を行うための盤である。 

4 監視操作卓 

ポンプ設備の運転とその運転状況監視を行うための操作卓であ

る。導水流量、送水流量の表示の他、施設の運転状態・異常状

態を連続監視する目的で使用される。 

5 中継端子盤 
ポンプ施設の制御に必要な外部信号を接続するための盤であ

る。  

6 電灯盤 電灯電力を供給する為の盤である。  

 

(d) 井戸ポンプの運転制御 

井戸ポンプの操作は、自動操作と手動操作の 2 種類の方法で計画する。各井戸と受水槽（配

水池）間の信号を制御ケーブルで伝達し、井戸ポンプの運転を、配水池（R-Well）の水位変動

で自動操作できるようにする。なお、点検・修理時、緊急時及び同システム故障時のために、

手動操作ができるようにする。自動操作時と手動操作時のインターロック条件と、井戸ポン

プの制御概念を図 3-9 に示す。 

i) 自動操作時のインターロック条件 

a) 経年変化や干ばつの影響により井戸の水位が低下した場合、井戸ポンプの空転を防

止するためにポンプを急停止させる。（ポンプを運転させないようにする。） 

b) 配水池（R-Well）の水位が井戸ポンプ運転水位（MWL）まで低下した場合、井戸ポ

ンプは自動運転を開始する。 

c) 井戸ポンプの運転により配水池（R-Well）の水位がアラーム水位（HWL）に達した

際、井戸ポンプは自動停止を行う。 

ii) 手動操作時のインターロック条件 

井戸ポンプのメンテナンスや自動運転システムに不具合が生じた場合、手動操作による

ポンプの運転を行う。自動操作条件と同様、井戸の静水位が低下した場合、井戸ポンプの

空転を防止するためにポンプを急停止させる機能を有する。 
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図 3-9 井戸ポンプの制御概念図 

(e) 送水ポンプの運転制御 

送水先の圧力調整池予定地周辺が未電化地域であるため、電気信号で自動管理するシステ

ムの設置・操作管理が難しい。したがって、送水ポンプの運転を手動にする。但しフェール

セーフとして、ポンプ停止のタイミングを誤るなどの人為的過誤（圧力調整池からのオーバ

ーフロー）を防止するため、圧力調整池内の送水管にフロートバルブを取り付け、池内水位

が一定水位まで上昇した場合に、配管を強制的に遮断する措置を講じる。これは、フロート

バルブの動作（送水配管の遮断）により、配管内の圧力が上昇した場合、送水ポンプに設置

される圧力スイッチが高圧力を検知して、ポンプを緊急停止させるシステムである。 

送水ポンプのインターロック条件と制御概念を図 3-10 に示す。 

i) 手動操作の基本 

a) 圧力調整池（R-P2.2）の水位監視（目視）し、低／中／高の水位を電話等で送水ポン

プのオペレータに伝える。 

b) R-P2.2 の水位情報に基づき、オペレータが送水ポンプを操作する。 

c) 試運転時に適切な運転モードの計画を立案し、可能な限り計画的な運転になるよう

努める。 

ii) 手動操作時のインターロック条件 

a) 配水池（R-Well）の水位が LWL 以下にある場合、送水ポンプの空転を防止するため、

ポンプの操作を一切行えないようにする。 

b) 送水ポンプの運転中、配水池（R-Well）の水位がアラーム水位（LWL）まで低下し

た場合。送水ポンプの空転を防止するためにポンプを急停止させる。 

c) 配水池（R-Well）内に設置される水位計の不具合により水槽内水位が極端に低下し

た場合、ポンプ内に空気が巻き込まれることで、送水管内の圧力が急激に低下する。

空気の巻き込みによって生ずるポンプへの障害（キャビテーション）を防止するた

めに、圧力スイッチが低圧力を検知した場合には、ポンプを緊急停止させる。  

d) フロートバルブの動作により配管内の圧力が上昇した場合、電動機の異常過熱を防

止するために、ポンプを緊急停止させる。 
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図 3-10 送水ポンプの制御概念図 

(3) 送水幹線 

(a) 送水管 

給水対象地区の変更にともなって、送水管の一部ルートが変更なり、延長が 14.3km となっ

た。 

導水管同様、HDPE 管を使用する。送水管の諸元は表 3.13 のとおり。 

表 3.13 送水管の諸元 

種目 管種 管内径（mm） 管路長（km） 

送水ポンプ施設 
～圧力調整池(R-P1) HDPE 426 

(呼び径 500) 14.3  

 

なお、管路敷設の最低土被りは、導水管と同様に凍結深度 80cm を勘案し 1m とする。路線

上にあるカブール川及び 27 箇所の横断水路は下越しする。また、地質調査の結果、岩掘削に

はならないと想定される。図 3-11 に送水本管敷設標準横断図を示す。 

 

図 3-11 送水管敷設標準横断図 

(b) 占用ルート 

占用ルート及び占用位置と概算管路延長は、表 3.14 に示すとおりである。 

 

 

 

(R-P2.2) 
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表 3.14 占用ルート及び占用位置 

占用ルート 占用位置 管路長 
（km） 

送水ポンプ施設 
～ 

12 区へのアクセス道路 

ラジオ局北側の現道に敷設する。また、
管路敷設後、約 5m を新たに舗装する。 

1.0 

12 区へのアクセス道路 
～ 

カブール川横断 
既存道路の東側路肩。 0.4 

カブール川横断 カブール川を下越する。 0.1 

ジャララバード道路 
～ 
バグラム道路 

可能な限り現道の舗装に影響のない位
置で、路肩へ敷設する。 

10.0 

バグラム道路 
～ 

MA-1 道路・圧力調整池 
南側歩道下に敷設する。 2.8 

 

(4) 圧力調整池 （R-P2.2） 

給水圧の安定化と非常時の一時貯水のために圧力調整池を設置する。 

(a) 圧力調整池容量 

圧力調整池へは、ポレシャルヒの配水ポンプ施設から需要に応じて水道水が供給される。

十分な貯水容量が配水池にあるため、圧力調整池の容量を計画一日最大給水量 6,517m3/日の

1.5 時間分とする。よって、以下の計算のとおり 400m3 とする。 

なお、原計画では計画一日最大給水量の 1 時間分として容量を算出したが、CRIDA からの

要望を踏まえ 1.5 時間分とした。日本の水道施設設計指針においても 1～3 時間分と容量が定

められており、妥当と判断した。 

 

調整池容量 V (m3) = 6,517m3/日  /  24 時間  x  1.5 時間 

 = 407 m3 （≒400m3） 

(b) 調整池数 

高建設費の高架水槽の複数設置を避けるため、池数を 1 池とする。ただし、水槽の維持管

理時には、送水管から配水管へ接続するバイパス管によって直接配水できるシステムとする。 

(c) 調整池高さ 

3-2-2-3 (5)に示すとおり、配水本管計画で配水管網水理解析を実施した。その結果、圧力調

整池の低水位（LWL）を 1,852.5m とする。また、高水位（HWL）は、圧力調整池容量から有

効水深 4.6m とし 1,857.1m とする。 

(d) 構造形式 

CRIDA との協議の結果、原計画と同様に、図 3-12 に示す意匠設計の鉄筋コンクリート式

高架水槽を計画する。表 3.15 に基本諸元を示す。なお、原計画から構造寸法の変更はない。 

計画サイト付近で行われた地質調査から、想定基礎底面の N 値が 20 以上（粘性土）である

と考えられる。同調査結果を基に安定計算（転倒、滑動、地盤反力）及び鉛直支持力の検討

を行った結果、直接基礎の適用が可能と考えられる。 
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図 3-12 圧力調整池の断面図 

表 3.15 圧力調整池の概要 

種目 概要 

地盤高 G.L 1,831.5m 

低水位 （LWL） 1,852.5 m 

高水位 （HWL） 1,857.1 m 

容量 400m3 

高架水槽高さ 31.3 m 

 

(5) 主要配水管 

給水対象地区がパーセル 1 からパーセル 2.2 へ変更になったことにともない、本計画では、

各地区の給水需要、地形に合わせて、新たに配水管網の計画・設計を実施した。 

 

(a) 全体計画 

i) 全体計画図 

図 3-13 に、配水本管の全体計画図を示す。 
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図 3-13 配水本管の全体計画図 

ii) 管種、管径、管長 

表 3.16 に、配水本管の管種、管径、管長を示す。 

表 3.16 配水本管の管種、管径、管長 

路線 管種 管径（mm） 管長 （km） 

MA-1 
HDPE 250 2.60 

HDPE 450 1.75 

mA-1 

HDPE 180 1.25 

HDPE 250 0.80 

HDPE 355 0.75 

mA-3 HDPE 250 3.96 

mA-19 HDPE 125 0.74 

MA-1-1-A HDPE 125 2.00 

MA-1-1-B HDPE 125 2.06 

mA-2 HDPE 250 1.42 

T-1 HDPE 250 1.21 

T-2 HDPE 450 0.25 

合計   18.79 

(b) 設計条件 

i) 基本条件 

① 給水区域 

パーセル 2.2 のステージ 1～ステージ 5 の 5 区域 
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② 計画配水量 

配水本管の水理計算等で用いる計画配水量は、以下の式で示す計画時間最大配水量を採用

する。 

 

計画時間最大配水量（m3/日） 

= 計画一人一日給水量（L/人/日）×日変動係数（-）×時間係数（-） 

 

計画一人計画一人一日給水量（L/人/日） :92 

日変動係数（-）  :1.3 

時間係数 （-）    :1.4 

 

③ 各給水地区の計画給水人口と計画配水量 

各給水地区の計画給水人口と計画配水量を表 3.17 に示す。 

表 3.17 各給水地区の計画給水人口と計画配水量 

給水エリア 
計画給水人口※1 計画配水量※2 

（人） （m3/日） （m3/sec） 

ACIG（ステージ 1） 16,458 2,756 0.032 

CEKI（ステージ 2） 16,524 2,767 0.032 

GION（ステージ 3） 6,204 1,039 0.012 

IKLPO（ステージ 4） 2,268 380 0.004 

EFLK（ステージ 5） 13,038 2,183 0.025 

合計 54,492 9,124 0.106 

※1 計画給水人口は、CRIDA が作成した都市計画に基づく。 

※2 作成計画配水量は、②で示した計画時間最大配水量を基に算定した。 

 

④ 最大静水圧、最小動水圧 

配水本管は、以下の水圧条件を満たすように設計する。 

最大静水圧  :100m 以下 

最小動水圧※3  :20m 以上 

 

※3 または配水支管で最小動水圧を 15m 以上になるよう設計する。 

 

ii) 配水管等の仕様、設置条件 

① 布設位置 

配水本管の布設位置は、CRIDA より提出された道路計画に合わせて、道路横断部以外は道

路の歩道下に布設する。また土被りは 1.0m とする。 

 

② 管種 

原計画の概略設計と同じ管種である、高密度ポリエチレン管（HDPE）を採用する。 
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③ 弁類の設置条件 

各種弁類の設置条件を以下に示す。 

・ 配水本管の分岐部（T 字部）の 3 箇所に、流れ方向の切り替え、各管路のメンテナ

ンス時に止水が行えるよう、仕切弁を設置する。 

・ 各分岐間の管路の排泥を行えるよう、各管路の上流部に空気弁、下流部に排泥弁を

設置する。 

・ 地形上の凸部に空気が溜ることを防止するための空気弁を、また凹部に配管上に溜

る泥を排出するための排泥弁を設置する。 

 

(c) 管網計算 

配水本管の全体計画図（図 3-13）に示す配管の配管網を基に、管網計算を実施し、各給水

区域に最小動水圧を確保しつつ、計画配水量を送水するための、各管路の管径を算出した。 

管網計算の詳細については、資料 2 配水本管の管網計算を参照のこと。 
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3-2-3 付帯施設・機材 

本計画に関連する付帯設備・機材を表 3.18 のように計画する。 

表 3.18 付帯設備・機材の優先順位 

番号 施設・機材 場所 数量 適用 

1 管理員用詰

所建屋 
圧力調整池 1 棟 プレハブ造、3m x 2m 相当（原設計では

槽下部の狭所を 2～3 人用詰所としてい

る） 
2 施設維持管

理用の器材・

工具 

ポレシャルヒ井戸ス

テーション、圧力調整

池 

1 式 一般工具（レンチセット、ドライバーセ

ット等）、特殊工具（テスタ、クランプメ

ーター、絶縁抵抗計、送水ポンプ維持管

理用工具等）、電動工具用発電機、溶接機

等 
3 運転管理用

機材 
ポレシャルヒ井戸ス

テーション、圧力調整

池 

1 式 机、椅子、PC 等 

4 井戸用スペ

アポンプ 
ポレシャルヒ井戸ス

テーション 
2 台 PW-2 同等品 

5 警備員室 ポレシャルヒ井戸ス

テーション 
1 棟 プレハブ造（照明含む）、3m x 3m 相当 

6 機電設備の

予備品 
ポレシャルヒ井戸ス

テーション 
1 式 ポンプ等の低価格な予備品（グランドパ

ッキン、ガスケット類、ベアリングユニ

ット等） 
7 バルブ類の

予備 
導水管・送水管 1 式 ポンプ周辺、導水管・送水管路上に設置

するバルブ類（仕切弁、空気弁等）の予

備 
8 水質計測機

器 
ポレシャルヒ井戸ス

テーション 
3 セッ

ト 
現場用水質計測機器（残塩計、濁度計、

pH 計及び導電率計） 
9 超音波流量

計・流量計室 
圧力調整池 1 式 RC 造、将来の電化時（現時点では無電

化地域のため、用地のみ確保されてい

る） 
10 ソーラー発

電・蓄電機材 
圧力調整池 1 式 圧力調整池の管理を支援（管理員用詰所

及びトイレ用電灯、場内照明含む） 
11 自動水位計

測器 
観測井 4 台 電池式、観測井用 

12 オートバイ ポレシャルヒ井戸ス

テーション、圧力調整

池 

3 台 125cc 相当、約 14km の送水管ルートの

巡回監視や圧力調整池との連絡用 

13 さらし粉 ポレシャルヒ井戸ス

テーション 
1 式 1 年分相当 
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3-2-4 プロジェクトのコンポーネント優先順位 

本計画のコンポーネントについて、裨益効果及び緊急性の状況等を勘案した優先順位を表 3.19

のように計画する。 

表 3.19 本計画のコンポーネント優先順位 

優先順

位 
施設・機材 場所 

1 水源施設、導水施設（生産井（PW-1, PW-2））、水中ポン

プ、電気設備、導水管（HDPE）、観測井）、ポレシャルヒ

井戸ステーション（配水池、送水ポンプ、電気設備、管

理棟、消毒施設）、送水幹線（送水管（HDPE）、14.3km）、

圧力調整池（高架水槽、RC 造） 

ポレシャルヒ、圧力調整

池及びその間の道路 

2 付帯施設・機材一式 ポレシャルヒ、圧力調整

池 
3 主要配水管（MA-1、mA-1、mA-3、mA-19、MA-1-1-A、

MA-1-1-B、mA-2、T-1、T-2） 
パーセル 2.2 
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3-2-5 概略設計図 

本計画の概略設計図は以下のとおりであり、次頁以降に示す。 

 

[概略設計図面リスト] 

 

図面番号 図面タイトル 

DSWS-01 全体配置図 

DSWS-02 システムフロー図 

DSWS-03 ポレシャルヒ井戸ステーション配置図 

DSWS-04 ポレシャルヒ井戸ステーション平面図 

DSWS-05 井戸構造図 

DSWS-06 圧力調整池平面図 

DSWS-07 圧力調整池構造図 

DSWS-08 主要配水管平面図 
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ポレシャルヒ井戸ステーション

Project Location Map

DSWS-01: 全体配置図
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DSWS-02: システムフロー図
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DSWS-03: ポレシャルヒ井戸ステーション配置図
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DSWS-04: ポレシャルヒ井戸ステーション平面図
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DSWS-05: 井戸構造図
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DSWS-06: 圧力調整池平面図
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DSWS-07: 圧力調整池構造図
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DSWS-08: 主要配水管平面図
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3-2-6 施工計画/調達計画 

3-2-6-1 施工方針/調達方針 

本計画は、我が国の紛争予防・平和構築無償資金協力のスキームに従って実施される。したが

って、一般無償資金協力とは異なり、現地の施工業者による事業実施を前提とする。 

また、本計画は、事業実施段階の調達代理機関として UNOPS を想定している。 

(1) 実施体制 

本計画の無償資金協力に係る交換公文（E/N）ならびに G/A 締結後、アフガニスタン国政府

は、施工業者の選定・契約を調達代理機関に委託することとなる。また、施工監理コンサルタ

ント及び施工業者は、調達代理機関と契約を締結し、それぞれの業務を実施する。 

(a) 責任・実施機関 

本計画の責任・実施機関は、CRIDA である。 

本計画は、CRIDA と調達代理機関が締結する調達代理契約（Agent Agreement: A/A）に基づ

いて実施される。この中で、CRIDA はアフガニスタン国における紛争予防・平和構築無償資

金協力事業の全体を統括する機関であり、調達代理機関の契約先として円滑な事業実施の責

務を負うこととなる。また、CRIDA、JICA アフガニスタン事務所及び調達代理機関で協議会

を設置し、進捗確認及び技術的確認事項などの協議を実施する。図 3-14 にその体制を示す。 

 

図 3-14 本計画での実施体制図 

(b) 調達代理機関 

本計画では、調達代理機関として UNOPS が入札管理及び施工監理を実施することが想定

される。なお、UNOPS の現地事務所はカブール市にある。 

アフガニスタン国内の他案件において、UNOPS は施工監理技術者を第三国及びアフガニス

タン国内から直接雇用しており、UNOPS に組織編成されたチームが施工監理を実施してい

る。 

 

アフガニスタン

アフガニスタン政府
(先方政府) 

日本国政府 

日本大使館

E /N
CRIDA 

A/A 協議会

JICA

事務所 

JICA 本部

調達代理機関 (UNOPS)

G/A 

実施監理 

工事契約

施工業者
※ 
施工監理チーム 

施工監理

報告

※UNOPS は施工監理コンサルタントを
直接雇用するのが一般的 
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(2) 入札方法 

本計画では、アフガニスタン国で一般的に採用されている工法や建物の仕様、資機材などで

施設計画を行うことを原則とし、現地建設業者でも十分に対応が可能なものとする。 

入札は UNOPS が実施するが、現地建設業者を対象に一般競争入札、又は指名競争入札によ

り建設業者を選定し、工事を実施することとする。 

アフガニスタン国内には、USAID、WB、UN、KfW 等の国際的なドナーの資金を用い、現地

建設業者が水道施設を建設したプロジェクト実績がある。これらの案件では、管路、RC 構造

の配水池、ポンプ場等の施設建設が行われている。事業費規模としては US$10 百万程度以下

のプロジェクトが多いが、一部 US$30 百万や US$40 百万程度の大規模プロジェクトも見受け

られる。 

 

(3) 契約方式 

アフガニスタン国において UNOPS が実施する類似案件は、ランプサム契約（総価契約）が

一般的である。本計画には、一部の道路において計画位置詳細等に不明確な部分が存在する。

したがって、工事中に現場合わせのような数量変動があると予測される。そのため、工事数量

で工事費を精算による BQ 契約方式等の組み合わせを UNOPS へ提言する。 

契約通貨については、アメリカドル（USD 契約）が考えられる。 

 

3-2-6-2 施工上／調達上の留意事項 

(1) 施工監理 

本計画は現地業者による事業実施を想定しているため、品質管理、工程管理及び安全管理に

係る施工監理及び技術指導を強化する必要がある。 

施工監理は UNOPS が実施することになるが、現地業者による工事を円滑に監理する体制と

なるよう事業費に見込んでおく。 

 

(2) サイトアダプト方式 

アフガニスタン国では、現場状況により工事を臨機応変に変更できるサイトアダプト方式が

一般的に採用されている。本計画は、設計条件が不確定の状況で設計を行わざる得ない施設が

ある。特に送水管路は、現場状況に合わせ、線形や土被りを調整できる配慮が必要である。従

って、本計画においても、サイトアダプト方式を採用するよう、UNOPS へ提案する。 

 

3-2-6-3 施工区分 

施設完成までに必要な作業項目と我が国とアフガニスタン国の負担区分は表 3.20 のとおりで

ある。 
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表 3.20 施設建設に係る両国間負担分担 

No. 作業項目 
日本

国側 
アフガニス

タン国側 
備考 

1. 水源施設、導水施設、送水施設、配水施設    

(1) 建設用地確保、占用協議  ● E/N 前 
(2) 地雷・不発弾等の調査及び撤去  ● 日本側建設工事着工

前 
(3) 既存施設等撤去・移設  ● 日本側建設工事着工

前 
(4) 以下を含む施設の建設 

- 生産井 
- 導水管 
- 観測井 
- 配水池 
- 送水ポンプ施設 
- 管理棟 
- 消毒施設 
- 送水幹線 
- 圧力調整池 
- 主要配水管 

●  土木・建築工事、機
器調達・据付及び試
験運転含む 

(5) 生産井(PW-2)から 150m 程度離れた中圧配電盤（電柱）
までの電力引き込みと用地確保 

 ● DABS 

(6) 構内道路の舗装 ●   
(7) 構内保安灯の設置（ポレシャルヒ井戸ステーション） ●   
(8) 構内保安灯の設置（圧力調整池） ●   
(9) 一般雑排水の排水設備 ●   

(10) 場内の植栽  ● 日本側建設工事完了
後 

(11) フェンス及びゲートの設置 ●   
(12) 警備員室の設置 ●   
(13) 消火器の設置 ●   
(14) 机・椅子等の家具の設置 ●   
(15) 試験運転に必要な電力、水の提供  ●  
2. 日本側建設施設の資機材の輸入・運搬    

(1) 資機材調達 ●   
(2) 海上輸送 ●   
(3) 通関作業、免税措置、保税倉庫保管  ● 必要な場合 
(4) 「ア」国内での輸送 ●   
●：当該項目の責任所掌を示す。 

 

3-2-6-4 施工監理計画 

(1) 現地コンサルタント 

アフガニスタン国のコンサルタントは少なく、現場監理に必要な一定の能力を持つ技術者を

確保することは困難である。しかし、日常現場で使用する品質管理基準等は確立しておらず、

監理経験と高い技術力が必要になる。このため、本計画では、外国人コンサルタントを活用し、

技術指導及び品質、工程、安全などの監理を行うことが望ましい。外国人コンサルタントの指

導の下で、現地コンサルタントが施工監理を行う体制とする。 

 

(2) 実施体制 

(a) 実施設計期間（入札期間） 

入札手続は、調達代理機関（UNOPS）により実施される。入札図書に係る技術的な質疑回
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答作業、入札業者の技術プロポーザル部分や入札評価などを適性に評価する必要があるため、

調達代理機関が雇用契約したコンサルタントが技術部分の補助を行う。 

(b) 施工監理期間 

施工期間中、コンサルタントは、計画実施に必要な品質監理、工程監理、安全監理などを

中心に、必要に応じて現場指導や技術指導を実施する。また、調達代理機関や CRIDA に対し、

工事の進捗状況や作業内容の報告を行い、技術的問題点が発生した場合の協議・検討・解決

方法の提案を行う。 

(c) 施工監理体制 

カブール市内またはデサブ地区内に監理事務所を置くこととする。全工事期間を通じてプ

ロジェクト・マネジャーを配置するとともに、管路や構造物等の各専門性を持ったエンジニ

アによる施工監理チームを組織する。 

 

3-2-6-5 品質管理計画 

品質管理は UNOPS が組織する施工監理チームが実施する。品質管理項目としては主に表 3.21

に示す管理項目が考えられる。 

表 3.21 主な品質管理計画 

工事名称 品質管理項目 検査方法 検査頻度 
土工事 締め固め度 目視検査 締め固め完了毎 
埋戻し工事 搬入土質検査 粒度試験 土取場１箇所 
型枠工事 出来形 目視・寸法検査・写真 全部材 
鉄筋工事 材料 ミルシート検査 現地搬入毎 

組立検査 目視検査（間隔、かぶり） 全部材 
コンクリート工事 材料 セメント 

骨材 
水 

：強度試験 
：粒度試験 
：水質試験 

部位毎 
 
（必要に応じ） 

試験練り 
または 
プラントデータ 

温度・スランプ・空気量 コンクリート打設
前 
供試体採取（1 日 1
回） 

圧縮強度試験 供試体採取（1 日 1
回） 
現場封かん養生 
採取後 7 日・28 日
強度試験 

アスファルト舗装工事 材料 骨材密度試験 施工前 
路盤工事 材料 粒度試験 施工前 
管路工事 材料 工場検査 材料納品毎 
管路工事 出来形・水密性 敷設位置/現場水圧試験 一定工事数量毎 

 

3-2-6-6 資機材等調達計画 

本工事で必要な資機材調達は工事契約に含まれるため、調達代理機関と施工業者との契約に基

づき調達が行われる。アフガニスタン国の類似工事における建設資機材の調達先は表 3.22 のとお

りである。 
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表 3.22 建設用資材・機材調達先   

資機材名 
調 達 国 

備  考 
現地 日本 第三国 

[資 材]     
鉄筋 ●   ロシア等 

セメント ●   パキスタン等 

コンクリート用骨材 ●    

アスファルト ●   イラン、パキスタン、ウズベキスタン

等 
道路マーキング ●   パキスタン、インド等 

HDPE 管 ●   サウジアラビア等 

PVC 管 ●    

弁 ●   ドイツ等 

ポンプ  ● ● 日本、イタリア、ドイツ、スウェーデ

ン等 
分電盤回路遮断器   ● ドイツ、フランス等 

変圧器   ● ドイツ、アメリカ等 

計測器   ● ドイツ等 

主制御パネル   ● アメリカ等 

発電機   ● アメリカ、イギリス等 

塩素注入システム   ● イタリア、スウェーデン等 

井戸ケーシング ●   アメリカ等 

プレキャスト人孔 ●    

割合 90.1% 5.6% 4.3%  

注）割合は金額費を示す。 

 

輸送ルート 

資機材の調達先や業者の考え方から、さまざまなルートが考えられる。輸送費用は無償

資金協力の範囲内に含める。 

○イランからの輸送ルート 
i) イラン国内～ドガルーン（国境） 
ii) イラントレーラーからアフガントレーラー載せ替え イシラムカラ(国境)  6 日間 
iii) イスラムカラ～ヘラート                        3 日間 
iv) ヘラート～カンダハル                         3 日間 
v) カンダハル～カブール                         3 日間 

 

○カラチからのルート 
i) 原産地～カラチ         
ii) カラチ手続き          10 日間 
iii) カラチ～ペシャワール      5 日間（ペシャワールの手続き 2 日間） 
iv) ペシャワール～トルハム（国境） 4 日間 
v) トルハム～カブール       2 日間 
vi) カブール通関          2～3 日間 
vii) カブール内輸送         1 日間 
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○ウズベキスタンからのルート 
i) 原産地～ハイラートン      3 日間         
ii) ハイラートン手続き       1 日間 
iii) ハイラートン～カブール     2 日間 

免税手続きにさらに 1 週間を要する。 

 

3-2-6-7 初期操作指導・運用指導等計画 

AUWSSC は、全国で約 14 万件の契約者に対する給水サービスを実施している。よって、基本

的な水道施設の運転維持管理技術を保有しており、日常的な施設運転管理が可能である。しかし、

導入する設備・機材に特有な運転維持管理技術習得が必要なため、工事期間中に請負業者が、当

該設備の運転・維持管理に関する初期運転指導・運用指導を実施し、建設された設備のより効果

的・効率的な運転が行えるようにする。 

 

3-2-6-8 ソフトコンポーネント計画 

本計画ではソフトコンポーネントの計画は無い。 

 

3-2-6-9 実施工程 

本計画の実施工程は、表 3.23 のとおり UNOPS による入札関連業務に約 9.0 ヶ月、施工に約 27.0

ヶ月を予定している。ただし、施工期間については、冬期施工休止期間等による若干の変動が見

込まれる。 

表 3.23 事業実施工程表 

 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 

U
N

O
P

U
S

に
よ
る
入
札
関
連
業

                                    

施
工
・
調
達 

                                    

（UNOPS による入札関連業務 9ヶ月） 

詳細設計/入札図書作成 

入札公示/PQ/入札実施/入札結果評価 

施工業者契約 

（施工・調達 延 27 ヶ月（実 24ヶ月）） 

準備工事 

建設工事 

試運転・検査・引渡し 

後片付け 

※ 

冬季施工休止期間（12 月～2 月） 
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3-3 相手国側分担事業の概要 

E/N 締結後、アフガニスタン国側は責任機関及び各実施機関の協力の下、以下の作業を負担す

る。 

 

3-3-1 一般事項 

 本計画の関係者（第三国人）に対し、アフガニスタン国への入国、滞在及び安全に必要

な便宜を図ること。 

 本計画に関連する役務、資機材調達に対し、アフガニスタン国で課せられる関税・国内

税等の免税措置を行うこと。 

 無償資金協力で建設した施設及び調達した機材を適切に使用し、維持管理すること。 

 無償資金協力に含まれていない費用で、施設建設及び調達機材の輸送・据え付けに必要

な他の全ての費用を負担すること。 

 無償資金協力で負担できなかった事業については、別途予算措置を行い、復興事業の継

続に努力すること。 

 計画地内の施設等の移動を実施機関が責任を持って適切に実施すること。 

 

3-3-2 特記事項 

 DABS の工事範囲と責任範囲は、PW-2 から 150m 程度離れた中圧配電盤（電柱）までの

電力引き込みとその用地確保とする。ここで、10kV 配電されるので、本計画では、同中

圧配電盤までケーブリングする。それ以降のケーブリング、変圧器、電力量計等は、DABS

で基本仕様を要求し、同仕様に基づき、本計画で建設する。なお、本計画で建設する施

設は、CRIDA の所有物として建設し、完成後、ポンプ設備類とともに AUWSSC へ移管

される。その後、AUWSSC が所有者として維持管理を行う。 

 工事に先立つ沿道住民への説明、協力依頼は CRIDA が実施する。 

 政府関連機関等への許認可が必要な場合は、CRIDA が申請・取得する。 

 地雷・不発弾等の調査及び撤去を行う。 

 

3-4 プロジェクトの運営・維持管理計画 

3-4-1 アフガニスタン国側の所管体制 

配水管を含む本計画の運営・維持管理にかかる責任・実施機関は AUWSSC である。計画対象地

域は新都市であるが、対象地域が現時点では小さいこと、水源が位置するポレシャルヒがカブー

ル支局から近いことから、カブール支局が担当する。 

カブール支局の中に新都市用分局（小支局）を設置し、カブール支局の支援下で施設の運転・

維持管理を担当することになる。設立される新組織は、将来の新都市上下水道事業運営組織のモ

デルとなると期待されている。必要と考えられるカブール支局の追加要員は当初計画と変更なく、

表 3.24、表 3.25 にそれぞれ示すとおりである。 
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表 3.24 販売・顧客管理要員 

職位 人員 備考 

セクション・マネージャ 1 経営学士 

検針員/ 料金徴収員 6 給水人口 10 万に対し、14.3 人 

Total 7  

 

表 3.25 運転・維持管理要員 

職位 人員 備考 

維持管理部長（新都市担当部長） 1 工学士 

ポレシャルヒ井戸ステーション  井戸、配水池、送水ポンプ、送水管 

  セクション・マネージャ 1 工学士 

  技術者 5 1 人 3 シフト 

  事務員 2  

  作業員  9 2 人 3 シフト 

警備員 13 3人3シフト、PW-1: 2名、PW-2: 1名 

配水課  圧力調整池、配水管網 

  セクション・マネージャ 1 工学士 

  技術者 5 1 人 3 シフト 

  作業員 9 2 人 3 シフト 

水質管理課   

  セクション・マネージャ（チーフ

解析員） 

1 工学士もしくは化学士 

合計 47  

 

3-4-2 基本方針 

本計画の施設を長期にわたって有効に活用し、日常の需要の変化に即応して安定的かつ継続的

に上水を供給するために、各設備の運転・保守（O&M）及び施設環境の保全が不可欠である。 

アフガニスタン国側は当該施設・設備が持つ性能及び機能を維持し、安定した上水供給を行う

ために、各施設・設備の信頼性、安全性及び効率性の向上を柱とした適切な予防保全と維持管理

を実施すべきである。 

本計画の施設の基本的な管理フローを図 3-15 に示す。 
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図 3-15 施設管理フロー図 

3-4-3  定期点検項目 

上記の運営・維持管理の方針を踏まえ、AUWSSC が本計画の運営維持管理に対して実施すべき

基礎的な項目は、以下のように大別される。 

表 3.26 に本本計画の上水道施設の運転管理と維持管理の主な実施項目を示す。 

運転管理： 設備や装置等の操作、制御を与えられた条件下で適切に行う。 

維持管理： 運転を遂行するに当って施設、設備、装置等が常に最大の機能を発揮できるよ

うに保守、修理及び準備を行う。 

表 3.26 本計画における施設の運営・維持管理の主な項目 

管理分類 主な管理項目 

運転管理 1) 水量管理：決定した目標水量値に適合するように設備や装置を操作、制

御する。 
2) 水質管理：定期的に原水の水質を計測（pH、電気伝導度、濁度、色、臭

気：毎日）し、目標水質を満たしているかチェックする。また、消毒剤

注入後の残留塩素を測定（配水池、圧力調整池、給水栓：毎日）し、目

標値を下回っていないことを確認する。測定結果に応じて消毒剤の注入

率を調節する。 
維持管理 1) 巡視点検：施設、設備、装置等の状態を計器または目視等を利用して巡視

または点検し、故障や不具合の部分に対する保守、修理を行う。 
また、殺菌に必要な消毒剤薬品の安定確保並びに安全な保管を実施する。 

2) 予防保全：施設、設備、装置等の重要性及び特性に応じて、故障や不具合

がなくても一定間隔を決めて予防的な整備を行い、施設、設備及び装置の

信頼性と安全性を確保向上させ、確実な運転を維持する。 

 

なお、AUWSSC は機器メーカーが提出する調達機材の個別の運転・維持管理マニュアルに基づ

いて、各設備に対する適切な運転・維持管理を実施する必要がある。主要機器であるポンプ設備

及び受変電設備の個別の標準的な点検項目を表 3.27 及び表 3.28 に示す。 

 

Start 

点検 
巡視・点検 

End 

診断 
(評価) 

更新 

No 

(整備不良) 

No 

(不具合) 

Yes 

(正常) 

Yes 

(正常) 

No 

(影響大) 

(機能低下) 

(故障・事故) 

(整備不能) 

整備・修理 

出典：水道維持管理指針 

運転・運用 
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表 3.27 ポンプ設備の標準的な定期点検項目 

ポ
ン
プ 

毎日の点検（運転中） 
運転日誌の記録（送水量、各部目視点検、異常音の有無、軸

温度上昇の有無、水滴れ点検、吸入及び吐出側の圧力） 

1 ヶ月毎の点検 
軸受油・グリースの点検 
グランドパッキングの点検 

6 ヶ月毎の点検 

軸受油・軸受グリースの取替え・補充 
軸心精度の測定・確認 
振動・騒音の測定・確認 
各部の増締め 

1 年毎の点検 
分解点検（回転部の磨耗状況、すべり部の隙間状況、内部

の腐食状況、異物の詰まり、塗装剥離部の補修） 
付属品・補機の点検 

モ
ー
タ
ー 

毎日の点検（運転中） 
運転日誌の記録（電流値の測定、各部目視点検、異常音の

有無、軸温度上昇の有無） 

6 ヶ月毎の点検 
軸受グリースの補充 
振動・騒音の測定 
軸温度の測定 

1 年毎の点検 
軸受の点検 
絶縁抵抗値の測定 

表 3.28 受変電設備の標準的な定期点検項目 

点検項目 点検内容（方法） 巡視点検 普通点検 精密点検 

設備外観 

開閉表示器、開閉表示灯の表示状況 ○ ○  

異常音、異常臭の発生の有無 ○ ○  

端子部の加熱変色の有無 ○ ○  

ブッシング、外観の亀裂、破損の有無及び汚損の状況 ○ ○  

設置ケース、架台等の発錆状況 ○ ○  

温度異常の有無（温度計） ○ ○  

ブッシング端子の締付け状況（機械的チェック） ○ ○  

操作装置 
及び 
制御盤 

各種計器の表示状況 ○ ○ ○ 
動作回数計の指示  ○ ○ 

操作函、盤内の湿潤、さびの発生の有無及び汚損の状況  ○ ○ 
給油、清掃状況  ○ ○ 

配線の端子締付け状況 ○ ○ ○ 
開閉表示の状態確認  ○ ○ 

漏気、漏油の有無  ○ ○ 
操作前後の圧力確認（空気圧等）  ○ ○ 

動作計の動作確認  ○ ○ 
スプリングの発錆、変形、損傷の有無（手入れ） ○ ○ ○ 

各締付け部ピン類の異常の有無  ○ ○ 
補助開閉器、継電器の点検（手入れ）  ○ ○ 

測定･試験 

絶縁抵抗の測定  ○ ○ 

接地抵抗の測定   ○ 
ヒータ断線の有無  ○ ○ 

継電器動作試験  ○ ○ 

 

3-4-4 スペアパーツ購入計画 

スペアパーツは、定期的に交換する標準付属品と故障、事故等の緊急時に必要となる交換用部

品（緊急予備品）とに分類される。したがってアフガニスタン国は、前述の定期点検サイクルに

見合うように、これらの部品を購入する必要がある。 
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3-5 プロジェクトの概略事業費 

3-5-1 協力対象事業の概略事業費   

本計画を実施する場合に必要な事業費総額は約 24.3 億円となり、先に述べた日本国とアフガニ

スタン国の負担区分に基づく双方の経費内訳は次のとおり見積もられる。なお、積算に適用した

条件は下記 4-5-1-3 のとおりである。 

 

3-5-1-1 日本国側負担経費 

概略総事業費： 約 2,361 百万円 

工種 
内訳 小計 

（百万円） 

1.建設費  1,695.6 

(1) ポレシャルヒ井戸ステーション  

① 生産井 生産井（ポンプ、電気設備） 29.9 

② 導水管 導水管敷設 40.3 

③ 配水池・送水ポンプ施設 配水池、送水ポンプ施設、電気設備、消毒施設 189.1 

④ 観測井 観測井 7.3 

⑤ 維持管理設備 
管理棟（薬品室、電気室、ポンプ室、事務

室）、流量・水質計測装置、維持管理用工具等 
129.9 

(2) 送水管 送水管敷設 819.9 

(3) 圧力調整池 高架水槽 169.1 

(4) 配水管 配水本管敷設 310.1 

2.調達代理機関費 665.8 

 

3-5-1-2 アフガニスタン国側負担経費 

概算事業費： 268,972 千 AFA（約 405 百万円） 

（単位：千 AFA） 

負担内容 数量 
経費 

（現地通貨） 
備考 

銀行口座開設に基づく銀

行手数料 

1 式 2,356  （約 4 百万円） CRIDA 負担 

無償資金協力の範囲内に

含まれない配水本管の建

設 

- -  なし 

無償資金協力の範囲内に

含まれない配水枝管の建

設（管材料費） 

推定約

160km 分 

266,616  （約 401 百万円） 民間事業者負担 

計  268,972  （約 405 百万円）  

 

3-5-1-3 積算条件 

上記概略事業費を積算するにあたっての積算条件を以下に示す。 
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1. 積算時点 ： 平成 30 年 6 月 

2. 為替交換レート ： 米貨対日本円 1US$ = 108.75 円 

アフガニ(AFA)対日本円 1AFA = 1.507 円 

3. 施工期間 ： 工事期間は表 3.23 に示す事業実施工程表のとおり 

4. 税金の処置 ： 積算は、日本国政府の無償資金協力の制度を踏まえて行うこ

ととする 

 

3-5-2 運営・維持管理費 

3-5-2-1 運営・維持管理費 

表 3.29 に示されるように、本計画で建設される井戸ポンプ、送水ポンプ場及び配水池等の運営・

維持管理費は、人件費、電気料金、薬品代（塩素）、並びに各設備の予備品購入費等で構成される。 

人件費・電力費等については当初概略設計時（2012 年）に取得した現地見積額に対して、今次

事業化調査の積算時点である 2018 年 6 月までの物価変動を加味して算出した暫定値である。また

維持管理費及び減価償却費については、為替レートの変動により、当初計画に対して大幅に増額

となっている。 

表 3.29 運営・維持管理費 
単位：千 AFA 

種目 運営・維持管理

費 

備考 

人件費 17,196 直接雇用者のみ 

電力費 19,222  

維持管理費 2,225 機電施設建設費の 2% 

その他費 8,598 人件費の 50%（交通費、事務用品等の諸経費） 

薬品費 257  

減価償却費 23,751  

非常用発電費 1,922  

合計 73,172  

注）5,000m3/日の能力で施設運転した場合の経費 

 

3-5-2-2 機材の更新 

本計画では、主な機材として、井戸ポンプ及び送水ポンプに関連するポンプ設備、非常用発電

及び受電施設に関連する電気設備がある。これらの機材の更新時期は、概ね、表 3.30 のとおりで

ある。 

表 3.30 本計画における機材の更新時期 

機材名 分類 更新時期（耐用年数） 

井戸ポンプ 水中ポンプ 10 年 

送水ポンプ 陸上ポンプ 15 年 

電気設備  15 年 
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3-5-2-3 予算確保の方法 

前述のとおり当初計画時点からの物価・為替変動を加味した暫定値ではあるものの、運営・維

持管理費を単位給水量当たりの原価に換算した場合、約 40AFA/m3 と試算される。上水道料金は全

国一律で約 25.00AFA/m3 となっているため、当運営・維持管理費を水道料金から確保できるよう、

事業実施段階において AUWSSC が直近の各種現地単価を踏まえて運営・維持管理費を算出し、適

切な人員体制等を検討する必要がある。 
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第 4 章 プロジェクトの評価 

4-1 事業実施のための前提条件 

本計画の施設整備を担当する CRIDA には、施設計画地の用地確保及び各道路下埋設の占用協

議の適切な実施が求められる。これが、事業実施のための最もクリティカルな前提条件となる。 

 

4-2 プロジェクトのために必要な相手方投入（負担）事項 

前述のとおり基本的には完了しているが、施設計画地の用地確保及び各道路下埋設の占用協議

を CRIDA が適切に実施する必要がある。 

 

4-3 外部条件 

アフガニスタン国では、反政府活動が頻発している。そのため、工事期間中あるいは工事完了

後において、本計画により整備される水道施設が健全に保たれることが前提条件となる。さらに、

外国人技術者等を狙った誘拐事件等も頻発していることから、同国への渡航が困難となる可能性

がある。 

このような社会的背景から、本計画トの目的を達成するためには、アフガニスタン国における

治安情勢が大きく影響することになる。 

 

4-4 プロジェクトの評価 

4-4-1 妥当性 

本計画は、アフガニスタン国のニーズならびに開発政策と十分に合致するとともに、我が国の

援助計画とも整合している。本計画によって、初期開発地（パーセル 2.2）に必要な水道水の確保

が図れるとともに、今後の新都市全体の開発のモデルになると考えられるため、実施の妥当性は

高い。 

 

4-4-2 有効性 

4-4-2-1 定量的効果 

表 4.1 定量的な効果指標 

指標名 基準値（2018 年） 目標値（2025 年） 

[事業完成 3 年後] 

給水量（m3/日） 0 5,000 

給水人口（人） 0 54,492 

給水時間（時間/日） 0 24 

 

4-4-2-2 定性的効果 

基盤インフラである給水施設が整備され、パーセル 2.2 の開発が促進される。 







 

 

 

 

 

 

資料 1: 調査団員・氏名





調査団員・氏名 

No. 氏名 分野 所属 

1 五十嵐 英幸 総括/送配水計画 
八千代エンジニヤリング株式

会社 

2 小野里 剛志 
配水施設計画/管網解

析/環境社会配慮 

八千代エンジニヤリング株式

会社 

3 藤井克巳 土木施設計画 
八千代エンジニヤリング株式

会社 

4 粕谷俊暢 電気機械設備 
八千代エンジニヤリング株式

会社 

5 進藤 宙/今野 秀紀 施工計画/積算 
八千代エンジニヤリング株式

会社 (補強) 

 



 



 

 

 

 

 

 

資料 2: 配水本管の管網計算 





  

配水本管の管網計算 

 

1. はじめに 

配水管の配水方法には樹枝状配管と網目状配管がある。樹枝状配管は、断水時や管末

端で水が停滞するという欠点があるため、一般的な都市の配水には用いられることは少

なく、水圧の安定を図れる網目状配管を採用するケースが多い。これより本プロジェク

トの対象地区においても、網目状配管を採用する。 

網目状配管を用いた配水本管の設計には、「各節点における水収支」、及び「各管路を

一巡させた際の圧力損失の総和はゼロ」という基本原則から導かれる連立方程式を解く

「管網計算」を実施する必要がある。管網計算により、各管路の流量及び各節点の圧力

を計算し、所定の流量及び圧力を満たす配管径を求める必要がある。 

以下に、本プロジェクトの配水本管の設計で実施した管網計算の詳細を示す。 

 

2. 基本計画 

（１） 給水条件 

対象地区  パーセル 2.2 

給水区域数 5 

給水人口  54,492 人 

（ステージ 1: 16,458 人、ステージ 2:16,524 人、ステージ 3:6,204 人、ステージ 4: 

2,268 人、ステージ 5:13,038 人） 

計画一人一日給水量 92 (L/人/日) 

日変動係数  1.3 (-) 

時間係数   1.4(-) 

計画配水量 (= 計画時間最大配水量) 

  = 92 (L/人/日)×54,492 人×1.3×1.4×0.001 

  = 9,124（m3/日） 

 

3. 管網計算を実施するための前提条件及び方法 

管網計算に必要とする前提条件については、別紙 1 を参照のこと。 

本検討では、配管のメンテナンス時を想定し管路を閉じるケースや火災時に消火用水

を使用するケースといった緊急時の検討も行い、これら緊急時においても全ての節点で

以下の水圧条件を満たすように、各管路の配管径を検討した。 

 

<水圧条件> 

最大静水圧 100mH 

最小動水圧 20mH 



  

4. 各オプションの管網計算 

本プロジェクトで導入する予定の配水管網（案）を別紙 2 に示す。 

別紙 2 で示す配水管網を用いて、以下に示すオプションの管網計算を実施し、その妥

当性を検討した。 

 

（１） 検討オプション 

 

オプション オプション 1 オプション 2 オプション 3 

通常時/緊急時 通常時 緊急時 

条件 - 
各管路を閉じる 各節点で消火用水

を使用する。 

計画配水量 

計画配水量 = 計画時間最大配水量 

      = 92 LCD ×1.3×1.4×54,492 人 

           = 167 LCD×54,492 人 

計算結果 別紙 3 別紙 4、別紙 5 別紙 6、別紙 7 

備考 
 パイプメンテナン

ス時を想定 

火災時を想定 

 

（２） 各オプションの計算結果 

1) オプション 1 の計算 ※ 別紙 3 

本プロジェクトで採用を予定している配水管網に対して、通常時の条件で管

網計算を実施した結果（各節点における流量と圧力）を別紙 2 に示す。 

 

2) オプション 2 の計算 ※ 別紙 4、別紙 5 

オプション 2 の一例として、本プロジェクトで採用を予定している配水管網

に対して、メンテナンス等で管路 L2-L1 を閉じた場合にも、全ての節点で動水

圧が 20mH 以上にあることの確認を実施した。 

当条件での管網計算の計算結果を別紙 4 に示す。当条件においても、全ての

節点で動水圧が 20mH 以上にあることが分かる。 

また参考として、圧力調整槽から配水本管への接続管が仮に 1 本で圧力調整

槽の直下につながった配管で、管路 L2-L1 を閉じた場合の計算結果を別紙 5 に

示す。当条件では、多くの節点で動水圧が 20mH 以下になることが分かる。 

これより、管路 L2-L1 をメンテナンス等で閉じる場合にも、全ての節点で所

定圧を保つようにするためには、圧力調整槽から配水本管の配管を 2 条化し、

路線 L1-K を挟む形で 2 本の各配管を配水本管につなげる配管計画にする必要

があることが分かる。 



  

 

3) オプション 3 の計算 ※ 別紙 6、別紙 7 

オプション 3 の一例として、本プロジェクトで採用を予定している配水管網

に対して、節点 H で消火用水として 0.1m3/秒の水を取水した時（緊急時）にお

いても場合にも、消火用水を使用した節点 H で動水圧が 20mH 以上あり、その

他の節点も正圧にあることの確認を実施した。 

当条件での管網計算の計算結果を別紙 6 に示す。当条件においても、消火用

水を使用した節点 H では 20mH 以上の水圧にあり、その他の節点も正圧にある

ことを確認した。 

また、参考として当条件で、路線 IH の呼び径を 250mm から 180mm に変更

した場合の計算結果を別紙 7 に示す。この条件では、節点 H で動水圧が 20mH

以下（8.5mH）になることが分かる。これより、管路 IH が 180mm では口径不

足であり、250mm 以上を採用する必要があることが示された。 

 

5. 結論 

管網計算の結果として、別紙 2 で示す配水管網（案）が、通常時だけでなく、

緊急時として、メンテナンス時等で管路を閉じる場合や火災が発生し消火用水

を必要とする場合においても、全ての節点において所定水圧以上を確保しつつ、

対象地区に所定量の送水を行うことができることを確認した。 

 

以上 

 

別紙 

1. 管網計算の詳細説明 

2. 配水管網（本プロジェクトで採用予定） 

3. 通常時の計算結果 

4. 一つの管路(L1-L2)を閉じた時の計算結果（圧力調整槽から配水本管の接

続管が 2 本のケース） 

5. 一つの管路(L1-L2)を閉じた時の計算結果（圧力調整槽から配水本管の接

続管が 1 本のケース） 

6. 消火用水を使用する時(節点 H)の計算結果（管路 IH 管径 DN=250mm） 

7. 消火用水を使用する時(節点 H)の計算結果（管路 IH 管径 DN=180mm） 
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配水管の管網計算に関する詳細説明 

 

1. 検討した配水管網 

検討した配水管網を添付 1 に示す。 

CRIDA が先に計画した配水本管の計画を基に、コンピュータを用いて管網計算を行

えるよう、19 箇所の節点（A～P）と計 26 本の管路から成る配水管網図を作成した。 

メンテナンスを考慮して各管路を閉じる場合や各節点から消火用水を使用する場合

といった緊急時においても、全ての節点で以下の水圧条件を満たすように、各配管径を

検討した。 

 

水圧条件： 

最大静水圧  100mH 

最小動水圧  20mH 

 

2. 前提条件 

(1) 節点の地盤高 

各節点の地盤高を以下に示す。 

節点番号 
地盤高 

圧力調整槽（PRT）の底面と地番高

との差 (⊿EL) 
m m 

1 A 1783 -48.5 
2 B 1794 -37.5 
3 C 1799 -32.5 
4 D 1799 -32.5 
5 E 1809 -22.5 
6 F 1824 -7.5 
7 G 1786 -45.5 
8 H 1798 -33.5 
9 I 1803 -28.5 
10 J 1804 -27.5 
11 K 1810 -21.5 
12 L1 1829 -2.5 
13 L2 1831 -0.5 
14 L3 1828 -3.5 

15※1 M1 1831.5 0 
16※1 M2 1831.5 0 
17 N 1789 -42.5 
18 O 1801 -30.5 
19 P 1814 -17.5 

※1 圧力調整槽（PRT）の流出口に相当。  
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(2) 圧力調整槽（PRT）の流出口の地盤高 

PRT の流出口の地盤高=21m (M1 と M2 の静水圧及び動水圧) 

 

(3) 配管長 

各管路の延長を以下に示す。 

管路番号 
延長 

m 
1 AB 1230 
2 BC 670 
3 CD 60 
4 DE 1050 
5 EF 940 
6 GH 1250 
7 HI 400 
8 IJ 60 
9 JK 340 
10 KL1 750 
11 L2M1 10 
12 L3M2 250 
13 NO 1180 
14 OP 790 
15 PL3 530 
16 AG 540 
17 GN 660 
18 BH 740 
19 CI 1030 
20 IO 970 
21 DJ 1030 
22 JP 970 
23 EK 1420 
24 FL2 1590 
25 L2L1 150 
26 L1L3 100 

 

(4) 各節点の計画配水量 

通常時だけでなく、火災が発生し消火用水を使用する緊急時においても設計水圧を確

保する配管径を検討するために、本検討では、通常時と緊急時（火災時）の 2 つの給水

量で検討を行った。 

 

1) 通常時 

①  計画配水量を 5 つの給水地区に設計水圧以上で送水できるように配水本管を設

計する。各地区の計画配水量を以下に示す。 
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②  

給水地区 
給水人口 

設計配水量※1 
(通常時) 

給水点 

(人) (m3/日) (m3/秒) (点) 
ACIG (ステージ 1) 16,458 2,756 0.032 8 
CEKI (ステージ 2) 16,524 2,767 0.032 4 
GION (ステージ 3) 6,204 1,039 0.012 4 
IKLPO (ステージ 4) 2,268 380 0.004 5 
EFLK (ステージ 5) 13,038 2,183 0.025 4 

合計 54,492 9,124 0.106  

※1 設計配水量 (m3/日) 

= 時間最大給水量 (m3/日) 

= 給水人口（人）.×計画一人一日給水量 (=92 LCD) 

×日変動係数(=1.3) ×時間係数(=1.4)  

 

③ 各給水地区の設計配水量は、各節点に均等に配水されるとする。これより、各節

点の計画配水量は以下の通りとなる。 
節点番号 給水量（m3/秒） 

W1 A 0.0040 
W2 B 0.0080 
W3 C 0.0040 
W4 D 0.0080 
W5 E 0.0143 
W6 F 0.0063 
W7 G 0.0070 
W8 H 0.0080 
W9 I 0.0070 

W10 J 0.0089 
W11 K 0.0152 
W12 L1 0.0072 
W13 L2 - 
W14 L3 - 

W15※1 M1 - 
W16※1 M2 - 

W17 N 0.0030 
W18 O 0.0030 
W19 P 0.0018 
合計  0.106 ( = 9,124m3/day) 

※1 圧力調整槽（PRT）の流出口に相当。  

 

2) 緊急時 （消火用水） 

① 火災が A～P の各節点で起きることを想定し、各節点で設計配水量に加えて

0.1m3/秒の消火用水を使用した場合にも、消火用水を使用している点の動水圧

は 20mH 以上を確保し、またその他の点でも正圧を確保するように、配管径を
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選定する。 

② 但し、火災時の計画配水量は、通常の計画配水量の 50%とする。 

 

これより、例えば火災が H 点で起きるとき、各節点の計画配水量は以下の通り

となる。 
節点番号 給水量（m3/秒） 

W1 A 0.0020 
W2 B 0.0040 
W3 C 0.0020 
W4 D 0.0040 
W5 E 0.0072 
W6 F 0.0032 
W7 G 0.0035 
W8 H 0.1040 
W9 I 0.0035 

W10 J 0.0044 
W11 K 0.0076 
W12 L1 0.0036 
W13 L2 - 
W14 L3 - 

W15※1 M1 - 
W16※1 M2 - 
W17 N 0.0015 
W18 O 0.0015 
W19 P 0.0009 
Total  0.153 ( = 13,202m3/day) 

※1 圧力調整槽（PRT）の流出口に相当。  

 

(5) 適用した流量公式 

以下のヘーゼン・ウィリアムズ式を用いて流量計算を行った。 

 

ヘーゼン・ウィリアムズ式: 

H=10.666×C-1.85×D-4.87×Q1.85×L 

H: 摩擦損失水頭 (m) 

Q: 流量 (m3/秒) 

C: 流速係数  110 (曲管部損失等を含む) 

D: 管内径 (m) 

L: 延長(m) 

 

3. 適用式 

(1) 連続の式 
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各節点の水収支より、以下の式が成り立つ。 

 

Qi: 配管 i の流量 (m3/秒) 

Wk: 節点 k の給水量 (m3/秒) 

 

Q1+Q16-W1=0 

-Q1+Q2+Q18-W2=0 

-Q2+Q3+Q19-W3=0 

-Q3+Q4+Q21-W4=0 

-Q4+Q5+Q23-W5=0 

-Q5+Q24-W6=0 

Q6-Q16+Q17-W7=0 

-Q6+Q7-Q18-W8=0 

-Q7+Q8-Q19+Q20-W9=0 

-Q8+Q9-Q21+Q22-W10=0 

-Q9+Q10-Q23-W11=0 

-Q10+Q25-Q26-W12=0 

Q11-Q24-Q25=0 

Q12-Q15+Q26=0 

Q13-Q17-W17=0 

-Q13+Q14-Q20-W18=0 

-Q14+Q15-Q22-W19=0 

 

(2) 各閉管路の摩擦損失水頭に係る式 

各平管路の摩擦損失水頭の計算より、以下の式が成り立つ。 

Hi: 各管路の摩擦損失水頭 (mH)  

 

-H1-H18+H6+H16=0 

-H2-H19+H7+H18=0 

-H3-H21+H8+H19=0 

-H4-H23+H9+H21=0 

-H5-H24+H25+H10+H23=0 

-H6-H7-H20+H13+H17=0 

-H8-H22+H14+H20=0 

-H9-H10+H26+H15+H22=0 
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(3) その他各節点の圧力に関係する式 

各節点の動水圧は、圧力調整槽と各節点の間の高低差を考慮すると、以下の式が成り立

つ。 

P’i:  節点 i の動水圧（圧力調整槽との高低差を考慮した場合）(mH) 

Pi:  節点 i の動水圧（圧力調整槽と同じ高さの場合））(mH) 

⊿ELi 節点 i と圧力調整槽の高低差 (mH) 

 

P’i=Pi-⊿ELi 

 

圧力調整槽(BPT)の水圧（一定圧=21mH）と BPT から配水本管に繋がる節点（L2 と

L3）の動水圧との関係から、以下の式が成り立つ。 

 

P’11=P’15-H11 = 21mH-H11 

P’14=P’15-H12= 21mH-H12 

 

4. 計算方法 

上記に示された非線形連続方程式を解くことによって、各節点の流量と動水圧を求めた。 

本管網計算を解くにあたり、以下の本中の計算プログラムを参考にした。 

 

参考図書： 

配水管網解析の基礎と応用 

著者：高桑哲夫 発行元：公益財団法人 水道技術研究センター 

 

以上 

 

添付 1 検討した配水管網図 
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検討した配水管網図 
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Distribution Network Calculation

Pre-Condition Result of Calculation
(Including fine prevension water ) 1.Energy, Water Pressure 2.Flowrate Reference: Pipe Daimeter
No. of Connection Runoff at Connection Intilal Value of Energy Elevation Difference from BPT No .of Pipe Diameter No. of Pipe Length Valve No. of Connection Energy Level Hydrodynamic Pressure Hydrostatic Pressure No .of Pipe Flowrate DN I.D.

(m3/s) m m m m Pipes m m m m m3/s m/s mm mm
A 0.0040 25 1783 -48.5 1 AB 0.2132 1 1,230 Open A 16.78 65.28 69.50 1 AB -0.0005 -0.0146 125 106.6
B 0.0080 25 1794 -37.5 2 BC 0.2132 1 670 Open B 16.78 54.28 58.50 2 BC 0.0059 0.1662 180 153.4
C 0.0040 25 1799 -32.5 3 CD 0.2132 1 60 Open C 16.95 49.45 53.50 3 CD 0.0083 0.2338 250 213.2
D 0.0080 25 1799 -32.5 4 DE 0.2132 1 1,060 Open D 16.97 49.47 53.50 4 DE 0.0146 0.4105 355 302.8
E 0.0143 25 1809 -22.5 5 EF 0.2132 1 940 Open E 18.37 40.87 43.50 5 EF 0.0202 0.5670 450 383.8
F 0.0063 25 1824 -7.5 6 GH 0.1534 1 1,250 Open F 20.62 28.12 28.50 6 GH 0.0027 0.1447
G 0.0070 25 1786 -45.5 7 HI 0.2132 1 400 Open G 16.86 62.36 66.50 7 HI 0.0122 0.3411
H 0.0080 25 1798 -33.5 8 IJ 0.2132 1 60 Open H 17.22 50.72 54.50 8 IJ 0.0191 0.5349
I 0.0070 25 1803 -28.5 9 JK 0.2132 1 340 Open I 17.59 46.09 49.50 9 JK 0.0268 0.7512
J 0.0089 25 1804 -27.5 10 KL1 0.3028 1 750 Open J 17.72 45.22 48.50 10 KL1 0.0507 0.7050
K 0.0152 25 1810 -21.5 11 L2M1 0.3838 1 10 Open K 19.09 40.59 42.50 11 L2M1 0.0757 0.6545
L1 0.0072 25 1829 -2.5 12 L3M2 0.3838 1 250 Open L1 20.88 23.38 23.50 12 L3M2 0.0299 0.2588
L2 0.0000 25 1831 -0.5 13 NO 0.2132 1 1,180 Open L2 20.98 21.48 21.50 13 NO 0.0118 0.3318
L3 0.0000 25 1828 -3.5 14 OP 0.2132 1 790 Open L3 20.93 24.43 24.50 14 OP 0.0165 0.4624
M1 0.0000 25 1831.5 0 15 PL3 0.2132 1 530 Open M1 21.00 21.00 21.00 15 PL3 0.0211 0.5921
M2 0.0000 25 1831.5 0 16 AG 0.2132 1 540 Open M2 21.00 21.00 21.00 16 AG 0.0045 0.1264
N 0.0030 25 1789 -42.5 17 GN 0.2132 1 660 Open N 17.21 59.71 63.50 17 GN 0.0088 0.2475
O 0.0030 25 1801 -30.5 18 BH 0.1066 1 740 Open O 18.25 48.75 51.50 18 BH 0.0015 0.1713
P 0.0018 25 1814 -17.5 19 CI 0.1066 1 1,030 Open P 19.55 37.05 38.50 19 CI 0.0016 0.1770

At Fire 20 IO 0.1066 1 970 Open 20 IO 0.0017 0.1861
No. for Firewater Flowrate (m3/s) Decrease ratio(%) 21 DJ 0.1066 1 1,030 Open 21 DJ 0.0017 0.1916

#N/A 0.1 0 22 JP 0.1066 1 970 Open 22 JP 0.0029 0.3221
23 EK 0.2132 1 1,420 Open 23 EK 0.0087 0.2450
24 FL2 0.3838 1 1,590 Open 24 FL2 0.0265 0.2296

Basic Plan 25 L2L1 0.3838 1 150 Open 25 L2L1 0.0491 0.4250
Unit Water Consumption 92 LCD 26 L1L3 0.2132 1 100 Open 26 L1L3 -0.0088 -0.2465
Daily variation coefficient 1.3 -
Hourly variation coefficient 1.4 -
Allowance(incl.firefighting use) 1 -

Water Consumption at Connection Point (Except for Water of Fire Fighting)
Number of Water Point Flowrate at 1 point

Area m3/day m3/s 点 m3/s
ACIG 2,756 0.032 8 0.0040
CEKI 2,767 0.032 4 0.0080
GION 1,039 0.012 4 0.0030
IKLPO 380 0.004 5 0.0009
EFLK 2,183 0.025 4 0.0063
Total 9,124 0.106

At Fire
Total 9,124 0.106

0.004 m3/s 0.008 m3/s
0.008 m3/s 213.2 mm 49.4 m 49.5 m
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<計算結果>
全ての節点で動水圧が20mH以上であることがわかる。




Distribution Network Calculation

Pre-Condition Result of Calculation
(Including fine prevension water ) 1.Energy, Water Pressure 2.Flowrate Reference: Pipe Daimeter
No. of Connection Runoff at Connection Intilal Value of Energy Elevation Difference from BPT No .of Pipe Diameter No. of Pipe Length Valve No. of Connection Energy Level Hydrodynamic Pressure Hydrostatic Pressure No .of Pipe Flowrate DN I.D.

(m3/s) m m m m Pipes m m m m m3/s m/s mm mm
A 0.0040 25 1783 -48.5 1 AB 0.2132 1 1,230 Open A 15.83 64.33 69.50 1 AB -0.0008 -0.0229 125 106.6
B 0.0080 25 1794 -37.5 2 BC 0.2132 1 670 Open B 15.82 53.32 58.50 2 BC 0.0059 0.1642 180 153.4
C 0.0040 25 1799 -32.5 3 CD 0.2132 1 60 Open C 15.98 48.48 53.50 3 CD 0.0085 0.2376 250 213.2
D 0.0080 25 1799 -32.5 4 DE 0.2132 1 1,060 Open D 16.01 48.51 53.50 4 DE 0.0150 0.4203 355 302.8
E 0.0143 25 1809 -22.5 5 EF 0.2132 1 940 Open E 17.47 39.97 43.50 5 EF 0.0239 0.6701 450 383.8
F 0.0063 25 1824 -7.5 6 GH 0.1534 1 1,250 Open F 20.54 28.04 28.50 6 GH 0.0021 0.1145
G 0.0070 25 1786 -45.5 7 HI 0.2132 1 400 Open G 15.92 61.42 66.50 7 HI 0.0114 0.3193
H 0.0080 25 1798 -33.5 8 IJ 0.2132 1 60 Open H 16.14 49.64 54.50 8 IJ 0.0176 0.4944
I 0.0070 25 1803 -28.5 9 JK 0.2132 1 340 Open I 16.48 44.98 49.50 9 JK 0.0247 0.6916
J 0.0089 25 1804 -27.5 10 KL1 0.3028 1 750 Open J 16.59 44.09 48.50 10 KL1 0.0453 0.6292
K 0.0152 25 1810 -21.5 11 L2M1 0.3838 1 10 Open K 17.76 39.26 42.50 11 L2M1 0.0303 0.2619
L1 0.0072 25 1829 -2.5 12 L3M2 0.3838 1 250 Open L1 19.21 21.71 23.50 12 L3M2 0.0753 0.6513
L2 0.0000 25 1831 -0.5 13 NO 0.2132 1 1,180 Open L2 21.00 21.50 21.50 13 NO 0.0127 0.3557
L3 0.0000 25 1828 -3.5 14 OP 0.2132 1 790 Open L3 20.61 24.11 24.50 14 OP 0.0178 0.4992
M1 0.0000 25 1831.5 0 15 PL3 0.2132 1 530 Open M1 21.00 21.00 21.00 15 PL3 0.0229 0.6420
M2 0.0000 25 1831.5 0 16 AG 0.2132 1 540 Open M2 21.00 21.00 21.00 16 AG 0.0048 0.1347
N 0.0030 25 1789 -42.5 17 GN 0.2132 1 660 Open N 16.32 58.82 63.50 17 GN 0.0097 0.2715
O 0.0030 25 1801 -30.5 18 BH 0.1066 1 740 Open O 17.51 48.01 51.50 18 BH 0.0013 0.1466
P 0.0018 25 1814 -17.5 19 CI 0.1066 1 1,030 Open P 19.01 36.51 38.50 19 CI 0.0014 0.1537

At Fire 20 IO 0.1066 1 970 Open 20 IO 0.0021 0.2370
No. for Firewater Flowrate (m3/s) Decrease ratio(%) 21 DJ 0.1066 1 1,030 Open 21 DJ 0.0015 0.1671

#N/A 0.1 0 22 JP 0.1066 1 970 Open 22 JP 0.0033 0.3745
23 EK 0.2132 1 1,420 Open 23 EK 0.0054 0.1516
24 FL2 0.3838 1 1,590 Open 24 FL2 0.0302 0.2614

Basic Plan 25 L2L1 0.3838 1 150 Close 25 L2L1 0.0001 0.0006
Unit Water Consumption 92 LCD 26 L1L3 0.2132 1 100 Open 26 L1L3 -0.0524 -1.4690
Daily variation coefficient 1.3 -
Hourly variation coefficient 1.4 -
Allowance(incl.firefighting use) 1 -

Water Consumption at Connection Point (Except for Water of Fire Fighting)
Number of Water Point Flowrate at 1 point

Area m3/day m3/s 点 m3/s
ACIG 2,756 0.032 8 0.0040
CEKI 2,767 0.032 4 0.0080
GION 1,039 0.012 4 0.0030
IKLPO 380 0.004 5 0.0009
EFLK 2,183 0.025 4 0.0063
Total 9,124 0.106

At Fire
Total 9,124 0.106

0.004 m3/s 0.008 m3/s
0.008 m3/s 213.2 mm 48.5 m 48.5 m

0.004 m3/s 213.2 mm 53.3 m 0.006 m3/s 213.2 mm 213.2 mm 0.014 m3/s 213.2 mm 0.006 m3/s
64.3 m -0.001 m3/s 0.008 m3/s 0.015 m3/s 40.0 m 0.024 m3/s 28.0 m

213.2 mm
0.005 m3/s

106.6 mm 106.6 mm
0.001 m3/s 0.001 m3/s

106.6 mm
0.001 m3/s 213.2 mm

0.005 m3/s
0.007 m3/s
61.4 m

0.007 m3/s
45.0 m 213.2 mm

0.025 m3/s
153.4 mm
0.002 m3/s 0.008 m3/s 213.2 mm

49.6 m 0.011 m3/s
213.2 mm
0.010 m3/s

0.009 m3/s 0.015 m3/s
44.1 m 39.3 m

106.6 mm
0.002 m3/s

213.2 mm
0.003 m3/s 0.018 m3/s 106.6 mm
58.8 m 0.003 m3/s

0.007 m3/s 383.8 mm
m 0.030 m3/s

21.5 m
213.2 mm
0.013 m3/s 302.8 mm

0.045 m3/s 383.8 mm
0.003 m3/s 0.000 m3/s
48.0 m

383.8 mm
213.2 mm 213.2 mm 0.030 m3/s
0.018 m3/s 0.002 m3/s -0.052 m3/s

36.5 m
21.7 m

24.1 m 383.8 mm
0.075 m3/s

213.2 mm
0.023 m3/s

21.0 m
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J70259
テキストボックス
配水管網（案）の妥当性検討 (No. 2)


J70259
テキストボックス
<検討条件>
L2-L1 閉、（M2-L3開）

<計算結果>
(M2-L3を開にすることで、)すべての接点が20mH以上になることがわかる。


J70259
線

J70259
テキストボックス
この区間を閉じる

J70259
テキストボックス
この区間を開ける

J70259
線



Distribution Network Calculation

Pre-Condition Result of Calculation
(Including fine prevension water ) 1.Energy, Water Pressure 2.Flowrate Reference: Pipe Daimeter
No. of Connection Runoff at Connection Intilal Value of Energy Elevation Difference from BPT No .of Pipe Diameter No. of Pipe Length Valve No. of Connection Energy Level Hydrodynamic Pressure Hydrostatic Pressure No .of Pipe Flowrate DN I.D.

(m3/s) m m m m Pipes m m m m m3/s m/s mm mm
A 0.0040 25 1783 -48.5 1 AB 0.2132 1 1,230 Open A -39.23 9.27 69.50 1 AB 0.0119 0.3329 125 106.6
B 0.0080 25 1794 -37.5 2 BC 0.2132 1 670 Open B -38.13 -0.63 58.50 2 BC 0.0226 0.6344 180 153.4
C 0.0040 25 1799 -32.5 3 CD 0.2132 1 60 Open C -36.15 -3.65 53.50 3 CD 0.0304 0.8517 250 213.2
D 0.0080 25 1799 -32.5 4 DE 0.2132 1 1,060 Open D -35.85 -3.35 53.50 4 DE 0.0423 1.1863 355 302.8
E 0.0143 25 1809 -22.5 5 EF 0.2132 1 940 Open E -25.87 -3.37 43.50 5 EF 0.0985 2.7608 450 383.8
F 0.0063 25 1824 -7.5 6 GH 0.1534 1 1,250 Open F 16.39 23.89 28.50 6 GH 0.0001 0.0059
G 0.0070 25 1786 -45.5 7 HI 0.2132 1 400 Open G -39.46 6.04 66.50 7 HI 0.0053 0.1484
H 0.0080 25 1798 -33.5 8 IJ 0.2132 1 60 Open H -39.46 -5.96 54.50 8 IJ 0.0089 0.2500
I 0.0070 25 1803 -28.5 9 JK 0.2132 1 340 Open I -39.38 -10.88 49.50 9 JK 0.0135 0.3782
J 0.0089 25 1804 -27.5 10 KL1 0.3028 1 750 Open J -39.34 -11.84 48.50 10 KL1 -0.0132 -0.1829
K 0.0152 25 1810 -21.5 11 L2M1 0.3838 1 10 Open K -38.96 -17.46 42.50 11 L2M1 0.1052 0.9099
L1 0.0072 25 1829 -2.5 12 L3M2 0.3838 1 250 Close L1 -39.11 -36.61 23.50 12 L3M2 0.0004 0.0034
L2 0.0000 25 1831 -0.5 13 NO 0.2132 1 1,180 Open L2 20.97 21.47 21.50 13 NO 0.0020 0.0563
L3 0.0000 25 1828 -3.5 14 OP 0.2132 1 790 Open L3 -39.13 -35.63 24.50 14 OP 0.0046 0.1295
M1 0.0000 25 1831.5 0 15 PL3 0.2132 1 530 Open M1 21.00 21.00 21.00 15 PL3 0.0067 0.1892
M2 0.0000 25 1831.5 0 16 AG 0.2132 1 540 Open M2 21.00 21.00 21.00 16 AG -0.0079 -0.2211
N 0.0030 25 1789 -42.5 17 GN 0.2132 1 660 Open N -39.46 3.04 63.50 17 GN -0.0010 -0.0282
O 0.0030 25 1801 -30.5 18 BH 0.1066 1 740 Open O -39.42 -8.92 51.50 18 BH -0.0028 -0.3127
P 0.0018 25 1814 -17.5 19 CI 0.1066 1 1,030 Open P -39.30 -21.80 38.50 19 CI -0.0038 -0.4226

At Fire 20 IO 0.1066 1 970 Open 20 IO -0.0004 -0.0447
No. for Firewater Flowrate (m3/s) Decrease ratio(%) 21 DJ 0.1066 1 1,030 Open 21 DJ -0.0039 -0.4417

#N/A 0.1 0 22 JP 0.1066 1 970 Open 22 JP 0.0004 0.0423
23 EK 0.2132 1 1,420 Open 23 EK -0.0419 -1.1731
24 FL2 0.3838 1 1,590 Open 24 FL2 0.1048 0.9065

Basic Plan 25 L2L1 0.3838 1 150 Close 25 L2L1 0.0004 0.0034
Unit Water Consumption 92 LCD 26 L1L3 0.2132 1 100 Open 26 L1L3 0.0064 0.1782
Daily variation coefficient 1.3 -
Hourly variation coefficient 1.4 -
Allowance(incl.firefighting use) 1 -

Water Consumption at Connection Point (Except for Water of Fire Fighting)
Number of Water Point Flowrate at 1 point

Area m3/day m3/s 点 m3/s
ACIG 2,756 0.032 8 0.0040
CEKI 2,767 0.032 4 0.0080
GION 1,039 0.012 4 0.0030
IKLPO 380 0.004 5 0.0009
EFLK 2,183 0.025 4 0.0063
Total 9,124 0.106

At Fire
Total 9,124 0.106

0.004 m3/s 0.008 m3/s
0.008 m3/s 213.2 mm -3.7 m -3.3 m

0.004 m3/s 213.2 mm -0.6 m 0.023 m3/s 213.2 mm 213.2 mm 0.014 m3/s 213.2 mm 0.006 m3/s
9.3 m 0.012 m3/s 0.030 m3/s 0.042 m3/s -3.4 m 0.099 m3/s 23.9 m

213.2 mm
-0.008 m3/s

106.6 mm 106.6 mm
-0.003 m3/s -0.004 m3/s

106.6 mm
-0.004 m3/s 213.2 mm

-0.042 m3/s
0.007 m3/s

6.0 m

0.007 m3/s
-10.9 m 213.2 mm

0.013 m3/s
153.4 mm
0.000 m3/s 0.008 m3/s 213.2 mm

-6.0 m 0.005 m3/s
213.2 mm

-0.001 m3/s

0.009 m3/s 0.015 m3/s
-11.8 m -17.5 m

106.6 mm
0.000 m3/s

213.2 mm
0.003 m3/s 0.009 m3/s 106.6 mm

3.0 m 0.000 m3/s
0.007 m3/s 383.8 mm

m 0.105 m3/s
21.5 m

213.2 mm
0.002 m3/s 302.8 mm

-0.013 m3/s 383.8 mm
0.003 m3/s 0.000 m3/s
-8.9 m

383.8 mm
213.2 mm 213.2 mm 0.105 m3/s
0.005 m3/s 0.002 m3/s 0.006 m3/s

-21.8 m
-36.6 m

-35.6 m 383.8 mm
0.000 m3/s

213.2 mm
0.007 m3/s

21.0 m
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J70259
テキストボックス
配水管網（案）の妥当性検討 (No. 3)


J70259
テキストボックス
<検討条件>
M2-L3 閉,   L2-L1 閉

<計算結果>
多くの節点で動水圧が20mH以下になることがわかる


J70259
テキストボックス
この区間を閉じる

J70259
線

J70259
テキストボックス
この区間を閉じる

J70259
線

J70259
楕円

J70259
楕円

J70259
楕円

J70259
楕円

J70259
楕円

J70259
楕円

J70259
楕円

J70259
楕円

J70259
楕円

J70259
楕円

J70259
楕円

J70259
楕円

J70259
楕円

J70259
楕円

J70259
楕円



Distribution Network Calculation

Pre-Condition Result of Calculation
(Including fine prevension water ) 1.Energy, Water Pressure 2.Flowrate Reference: Pipe Daimeter
No. of Connection Runoff at Connection Intilal Value of Energy Elevation Difference from BPT No .of Pipe Diameter No. of Pipe Length Valve No. of Connection Energy Level Hydrodynamic Pressure Hydrostatic Pressure No .of Pipe Flowrate DN I.D.

(m3/s) m m m m Pipes m m m m m3/s m/s mm mm
A 0.0020 25 1783 -48.5 1 AB 0.2132 1 1,230 Open A 9.16 57.66 69.50 1 AB 0.0042 0.1180 125 106.6
B 0.0040 25 1794 -37.5 2 BC 0.2132 1 670 Open B 9.32 46.82 58.50 2 BC 0.0177 0.4951 180 153.4
C 0.0020 25 1799 -32.5 3 CD 0.2132 1 60 Open C 10.57 43.07 53.50 3 CD 0.0232 0.6497 250 213.2
D 0.0040 25 1799 -32.5 4 DE 0.2132 1 1,060 Open D 10.75 43.25 53.50 4 DE 0.0297 0.8335 355 302.8
E 0.0072 25 1809 -22.5 5 EF 0.2132 1 940 Open E 15.94 38.44 43.50 5 EF 0.0294 0.8242 450 383.8
F 0.0032 25 1824 -7.5 6 GH 0.1534 1 1,250 Open F 20.45 27.95 28.50 6 GH -0.0184 -0.9987
G 0.0035 25 1786 -45.5 7 HI 0.2132 1 400 Open G 9.14 54.64 66.50 7 HI 0.0761 2.1320
H 0.1040 25 1798 -33.5 8 IJ 0.2132 1 60 Open H -3.42 30.08 54.50 8 IJ 0.0706 1.9785
I 0.0035 25 1803 -28.5 9 JK 0.2132 1 340 Open I 7.73 36.23 49.50 9 JK 0.0661 1.8523
J 0.0044 25 1804 -27.5 10 KL1 0.3028 1 750 Open J 9.18 36.68 48.50 10 KL1 0.0812 1.1280
K 0.0076 25 1810 -21.5 11 L2M1 0.3838 1 10 Open K 16.48 37.98 42.50 11 L2M1 0.1057 0.9138
L1 0.0036 25 1829 -2.5 12 L3M2 0.3838 1 250 Open L1 20.75 23.25 23.50 12 L3M2 0.0471 0.4077
L2 0.0000 25 1831 -0.5 13 NO 0.2132 1 1,180 Open L2 20.97 21.47 21.50 13 NO 0.0212 0.5951
L3 0.0000 25 1828 -3.5 14 OP 0.2132 1 790 Open L3 20.84 24.34 24.50 14 OP 0.0282 0.7902
M1 0.0000 25 1831.5 0 15 PL3 0.2132 1 530 Open M1 21.00 21.00 21.00 15 PL3 0.0355 0.9939
M2 0.0000 25 1831.5 0 16 AG 0.2132 1 540 Open M2 21.00 21.00 21.00 16 AG -0.0022 -0.0619
N 0.0015 25 1789 -42.5 17 GN 0.2132 1 660 Open N 10.65 53.15 63.50 17 GN 0.0197 0.5530
O 0.0015 25 1801 -30.5 18 BH 0.1066 1 740 Open O 13.74 44.24 51.50 18 BH -0.0095 -1.0620
P 0.0009 25 1814 -17.5 19 CI 0.1066 1 1,030 Open P 17.24 34.74 38.50 19 CI -0.0035 -0.3951

At Fire 20 IO 0.1066 1 970 Open 20 IO 0.0055 0.6119
No. for Firewater Flowrate (m3/s) Decrease ratio(%) 21 DJ 0.1066 1 1,030 Open 21 DJ -0.0026 -0.2869

H 0.1 50 22 JP 0.1066 1 970 Open 22 JP 0.0064 0.7167
23 EK 0.2132 1 1,420 Open 23 EK 0.0075 0.2100
24 FL2 0.3838 1 1,590 Open 24 FL2 0.0326 0.2816

Basic Plan 25 L2L1 0.3838 1 150 Open 25 L2L1 0.0731 0.6322
Unit Water Consumption 92 LCD 26 L1L3 0.2132 1 100 Open 26 L1L3 -0.0117 -0.3276
Daily variation coefficient 1.3 -
Hourly variation coefficient 1.4 -
Allowance(incl.firefighting use) 1 -

Water Consumption at Connection Point (Except for Water of Fire Fighting)
Number of Water Point Flowrate at 1 point

Area m3/day m3/s 点 m3/s
ACIG 2,756 0.032 8 0.0040
CEKI 2,767 0.032 4 0.0080
GION 1,039 0.012 4 0.0030
IKLPO 380 0.004 5 0.0009
EFLK 2,183 0.025 4 0.0063
Total 9,124 0.106

At Fire
Total 4,562 0.053

0.002 m3/s 0.004 m3/s
0.004 m3/s 213.2 mm 43.1 m 43.3 m

0.002 m3/s 213.2 mm 46.8 m 0.018 m3/s 213.2 mm 213.2 mm 0.007 m3/s 213.2 mm 0.003 m3/s
57.7 m 0.004 m3/s 0.023 m3/s 0.030 m3/s 38.4 m 0.029 m3/s 27.9 m

213.2 mm
-0.002 m3/s

106.6 mm 106.6 mm
-0.009 m3/s -0.004 m3/s

106.6 mm
-0.003 m3/s 213.2 mm

0.007 m3/s
0.003 m3/s
54.6 m

0.003 m3/s
36.2 m 213.2 mm

0.066 m3/s
153.4 mm

-0.018 m3/s 0.104 m3/s 213.2 mm
30.1 m 0.076 m3/s

213.2 mm
0.020 m3/s

0.004 m3/s 0.008 m3/s
36.7 m 38.0 m

106.6 mm
0.005 m3/s

213.2 mm
0.002 m3/s 0.071 m3/s 106.6 mm
53.1 m 0.006 m3/s

0.004 m3/s 383.8 mm
m 0.033 m3/s

21.5 m
213.2 mm
0.021 m3/s 302.8 mm

0.081 m3/s 383.8 mm
0.002 m3/s 0.073 m3/s
44.2 m

383.8 mm
213.2 mm 213.2 mm 0.106 m3/s
0.028 m3/s 0.001 m3/s -0.012 m3/s

34.7 m
23.2 m

24.3 m 383.8 mm
0.047 m3/s

213.2 mm
0.035 m3/s

21.0 m
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J70259
テキストボックス
配水管網（案）の妥当性検討 (No. 4)


J70259
テキストボックス
<検討条件>
接点Hの流量: 
0.1m3/秒+ 50%×通常時の計画給水量
管径 H-I : DN 250

<計算結果>
消火用水を使用した節点Hで動水圧が20mH以上であり、その他の節点も正圧であることがわかる。


J70259
テキストボックス
消火用水を使用

J70259
線

J70259
楕円

J70259
楕円

J70259
テキストボックス
DN250を使用

J70259
線



Distribution Network Calculation

Pre-Condition Result of Calculation
(Including fine prevension water ) 1.Energy, Water Pressure 2.Flowrate Reference: Pipe Daimeter
No. of Connection Runoff at Connection Intilal Value of Energy Elevation Difference from BPT No .of Pipe Diameter No. of Pipe Length Valve No. of Connection Energy Level Hydrodynamic Pressure Hydrostatic Pressure No .of Pipe Flowrate DN I.D.

(m3/s) m m m m Pipes m m m m m3/s m/s mm mm
A 0.0020 25 1783 -48.5 1 AB 0.2132 1 1,230 Open A 5.41 53.91 69.50 1 AB 0.0099 0.2773 125 106.6
B 0.0040 25 1794 -37.5 2 BC 0.2132 1 670 Open B 6.20 43.70 58.50 2 BC 0.0293 0.8199 180 153.4
C 0.0020 25 1799 -32.5 3 CD 0.2132 1 60 Open C 9.38 41.88 53.50 3 CD 0.0305 0.8556 250 213.2
D 0.0040 25 1799 -32.5 4 DE 0.2132 1 1,060 Open D 9.69 42.19 53.50 4 DE 0.0326 0.9145 355 302.8
E 0.0072 25 1809 -22.5 5 EF 0.2132 1 940 Open E 15.85 38.35 43.50 5 EF 0.0297 0.8326 450 383.8
F 0.0032 25 1824 -7.5 6 GH 0.1534 1 1,250 Open F 20.44 27.94 28.50 6 GH -0.0296 -1.6047
G 0.0035 25 1786 -45.5 7 HI 0.1534 1 400 Open G 5.19 50.69 66.50 7 HI 0.0590 3.1927
H 0.1040 25 1798 -33.5 8 IJ 0.2132 1 60 Open H -25.03 8.47 54.50 8 IJ 0.0596 1.6704
I 0.0035 25 1803 -28.5 9 JK 0.2132 1 340 Open I 9.53 38.03 49.50 9 JK 0.0604 1.6941
J 0.0044 25 1804 -27.5 10 KL1 0.3028 1 750 Open J 10.60 38.10 48.50 10 KL1 0.0781 1.0855
K 0.0076 25 1810 -21.5 11 L2M1 0.3838 1 10 Open K 16.78 38.28 42.50 11 L2M1 0.1043 0.9022
L1 0.0036 25 1829 -2.5 12 L3M2 0.3838 1 250 Open L1 20.76 23.26 23.50 12 L3M2 0.0485 0.4193
L2 0.0000 25 1831 -0.5 13 NO 0.2132 1 1,180 Open L2 20.97 21.47 21.50 13 NO 0.0267 0.7495
L3 0.0000 25 1828 -3.5 14 OP 0.2132 1 790 Open L3 20.83 24.33 24.50 14 OP 0.0318 0.8924
M1 0.0000 25 1831.5 0 15 PL3 0.2132 1 530 Open M1 21.00 21.00 21.00 15 PL3 0.0382 1.0711
M2 0.0000 25 1831.5 0 16 AG 0.2132 1 540 Open M2 21.00 21.00 21.00 16 AG -0.0079 -0.2215
N 0.0015 25 1789 -42.5 17 GN 0.2132 1 660 Open N 7.57 50.07 63.50 17 GN 0.0252 0.7074
O 0.0015 25 1801 -30.5 18 BH 0.1066 1 740 Open O 12.31 42.81 51.50 18 BH -0.0154 -1.7237
P 0.0009 25 1814 -17.5 19 CI 0.1066 1 1,030 Open P 16.70 34.20 38.50 19 CI 0.0007 0.0816

At Fire 20 IO 0.1066 1 970 Open 20 IO 0.0036 0.4033
No. for Firewater Flowrate (m3/s) Decrease ratio(%) 21 DJ 0.1066 1 1,030 Open 21 DJ 0.0019 0.2135

H 0.1 50 22 JP 0.1066 1 970 Open 22 JP 0.0055 0.6168
23 EK 0.2132 1 1,420 Open 23 EK 0.0101 0.2826
24 FL2 0.3838 1 1,590 Open 24 FL2 0.0329 0.2842

Basic Plan 25 L2L1 0.3838 1 150 Open 25 L2L1 0.0715 0.6180
Unit Water Consumption 92 LCD 26 L1L3 0.2132 1 100 Open 26 L1L3 -0.0103 -0.2878
Daily variation coefficient 1.3 -
Hourly variation coefficient 1.4 -
Allowance(incl.firefighting use) 1 -

Water Consumption at Connection Point (Except for Water of Fire Fighting)
Number of Water Point Flowrate at 1 point

Area m3/day m3/s 点 m3/s
ACIG 2,756 0.032 8 0.0040
CEKI 2,767 0.032 4 0.0080
GION 1,039 0.012 4 0.0030
IKLPO 380 0.004 5 0.0009
EFLK 2,183 0.025 4 0.0063
Total 9,124 0.106

At Fire
Total 4,562 0.053

0.002 m3/s 0.004 m3/s
0.004 m3/s 213.2 mm 41.9 m 42.2 m

0.002 m3/s 213.2 mm 43.7 m 0.029 m3/s 213.2 mm 213.2 mm 0.007 m3/s 213.2 mm 0.003 m3/s
53.9 m 0.010 m3/s 0.031 m3/s 0.033 m3/s 38.3 m 0.030 m3/s 27.9 m

213.2 mm
-0.008 m3/s

106.6 mm 106.6 mm
-0.015 m3/s 0.001 m3/s

106.6 mm
0.002 m3/s 213.2 mm

0.010 m3/s
0.003 m3/s
50.7 m

0.003 m3/s
38.0 m 213.2 mm

0.060 m3/s
153.4 mm

-0.030 m3/s 0.104 m3/s 153.4 mm
8.5 m 0.059 m3/s

213.2 mm
0.025 m3/s

0.004 m3/s 0.008 m3/s
38.1 m 38.3 m

106.6 mm
0.004 m3/s

213.2 mm
0.002 m3/s 0.060 m3/s 106.6 mm
50.1 m 0.006 m3/s

0.004 m3/s 383.8 mm
m 0.033 m3/s

21.5 m
213.2 mm
0.027 m3/s 302.8 mm

0.078 m3/s 383.8 mm
0.002 m3/s 0.071 m3/s
42.8 m

383.8 mm
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配水管網（案）の妥当性検討 (No. 5)
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<検討条件>
節点Hの流量: 
0.1m3/秒+ 50%×通常時の計画給水量
管径 H-I : DN 250→DN180
<計算結果>
節点Hの動水圧は、20mH以下(8.5mH)。
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資料 3: 自然条件調査 

（１） 土質調査結果 













 

 

 

 

 

 

 

資料 3: 自然条件調査 

（２） 揚水試験結果 
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